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平成25年度[2013]No.58
宮崎県工業技術センター･宮崎県食品開発センター研究報告

看護・介護技術の教育用評価システムの開発
－グローブセンサを用いた介護荷重計測と腰痛対策－

布施　泰史＊１・渡邊　優香＊２　

Development	of	Educational	Evaluation	System	of	Nursing-Care	Technology
－ Care	Load	Measurement	and	Low	Back	Pain	Measures	using	the	Glove	Sensor	–

Yasufumi	FUSE	and	Yuka	WATANABE

　本研究では，看護・介護作業で日常的に行われている移乗動作に着目し，ベッド上における体位変換について介護
する側（以下，介護者）の手にかかる荷重を定量化するとともに，力のかかる範囲やかけ方など一連の動作を計測す
るセンシング技術について検討した．実験では，腰痛リスクを低減するため抱え上げ作業の制限値で警報を発する警
報器付きグローブセンサを試作し，動作介助について熟練者と初任者で比較検証した．結果，初任者の抱え上げ作業
では，初期動作でもある肩周辺の介助の際に制限荷重値（危険荷重域）オーバーとなることがわかった．また，危険
荷重域の回避動作には聴覚への刺激が有効であることが明らかになった．

　キーワード：動作介助，ボディメカニクス，聴覚フィードバック，グローブセンサ，荷重

１　はじめに
　看護・介護作業では、日常的にベッドから車いすなど
への体位変換や動作介助を複数回行うことにより介護者
の身体的負担を伴う．特に前屈みや中腰姿勢で要介護者
を抱え上げる作業では，腰・膝・肩などに大きな負担が
かかる．また，看護・介護職の初任者研修では，ボディ
メカニクスなどの理論に基づいて負担の少ない動作介助
方法を習得するが，数値的な有効性などについては示す
ことができていない．加えて，体位変換で多用される抱
え上げ作業においては，作業者の手に加わる力は未だ把
握されていないのが現状である．
　厚生労働省「職場における腰痛対策指針（2013改定）」1）

によると，人力による人の抱え上げ作業は，満 18 歳以
上の男子労働者の場合，人力のみにより取り扱う物の重
量では体重のおおむね 40％以下，満 18 歳以上の女子労
働者では，男性が取り扱うことのできる重量の 60％位ま
でと定義されている．
　このような背景から腰痛予防の対策は，ますます重要
な要素となっている．

＊ 1　機械電子部
＊ 2　宮崎県高齢者総合支援センター

　そこで本研究では，適切な動作介助が習得できている
かどうか初任者の教育研修用として，介護者に役立つ教
育システムを研究する．具体的には，患者を抱え上げる
際の手に加わる力を数値化し，腰痛対策指針の人力によ
る抱え上げ制限荷重値に従い，適正な荷重値を作業者に
フィードバックさせるシステムを構築することを目的と
し，試作と評価を行ったので報告する．

２　実験方法
２－１　実験装置
　体位変換など抱え上げ作業時の手に加わる力を計測
し，抱え上げ作業の制限値をオーバーしたかどうかを介
護者にリアルタイム通知するシステムを検討した．人が
危険を感じ回避動作をとるためには，聴覚刺激が有効で
あると言われている．これを聴覚フィードバック２）とも
いい，リハビリテーションの歩行訓練等で利用されてい
る手法である．本研究では，手に加わる力を計測し制限
荷重値を聴覚にフィードバックさせる機能を付加したシ
ステムを試作した．
　実験装置は，手に加わる荷重を検出するグローブセン
サ部，検出したデータを演算処理する電子回路部，制限
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荷重値の設定と警告音として発報する警報回路部で構成
される．
　グローブセンサを設計するにあたり，介助する動きを
妨げず，指などへの圧迫を軽減する構造を検討した．グ
ローブ素材は，フィット感を高めるため，伸縮性のある
ラバー材を用いた．各指に取り付けるセンサには，曲
げなどの影響を考慮し柔軟性のある上下 2層のポリエス
テルフィルムで導電材料（銀）を封入した感圧フィルム
材を採用した．このセンサは，感圧センサ（ニッタ製，
FlexiForce）と呼ばれ，応答特性が高く比較的安価で入
手し易い．その特長は，荷重を加えると内部の抵抗値が
減少する特性を持った感圧素子の一種である．
　実験では，丸型センサ（φ 9	mm）を親指から小指ま
での五指用として用い，角型センサ（45	mm）を手のひ
らや手首用として用いた．図１にグローブセンサの構成
図を示す．センサ１個あたりの測定感度は約 0～ 200	N
（約 20kg）で，各センサの検出エリアを図中に示す．丸
型センサの親指は①，人差し指を②，中指を③，薬指を
④，小指を⑤とし，それぞれ指先の力を検出する．さら
に，角型センサの手のひらを⑥，手首を⑦とし，各セン
サから発信された信号は，下図の警報器付制御回路（PIC
マイコン）で処理され，制限荷重値を超えた場合ブザー
音として発報する．

図１　実験装置の構成

２－２　計測方法
　試作した図 2のグローブセンサシステムを用い，宮崎
県高齢者総合支援センターの協力を得て，介護者側とし
て熟練者と初任者各 1名，要介護者側に被験者 1名を配
置し，横臥位から端座位までの動作介助に発生する荷重
をベッド上で計測した（図 3）．
　熟練者は，ボディメカニクス（表 1）の基本原則を理
解している介護施設経験者，初任者は介護未経験者であ
る．動作介助における制限荷重値は，表２にしたがって
熟練者 13kg，初任者 14kg とした．
　左右の手が均等に荷重を受けると想定し片手側で熟練
者 6.5kg，初任者 7kg に警報ブザーを設定し危険を回避
させるため設定荷重値以上で発報させた．

図２　試作した警報器付きグローブセンサ

図３　動作介助の実験状況

表１　ボディメカニクスの基本原則

①　支持基底面積を広くし，重心を低くする．
②　骨盤を安定させる．
③　被験者にできる限り接近する．
④　身体をねじらず，腰と肩を平行に保つ．
⑤　大きい筋群を使い水平移動を使う．
⑥　てこの原理を応用する．
⑦　身体を小さくまとめる．
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表２　制限荷重値の設定

介護する側　　体重 a	（kg）　　制限荷重（kg）
熟練者
40 代・女性　　	　55　　　　13　（	a × 0.4 × 0.6）
初任者
40 代・女性　　　	59				　					14　（	a × 0.4 × 0.6）

３　結果および考察
３－１　熟練者と初任者の動作介助比較
　図４に熟練者と初任者の体位変換の動作介助を分けて
示す．
　動作①では，要介護者の頭部側に体重心を傾けて頭部
保持ができているかどうかの違いが確認できる．初任者
は頭部と膝を同時に抱え上げ，要介護者の安全性の確保
ができていないことがわかった．
　動作②から③では，要介護者への接近（密着性）と身
体を小さくまとめる（BOX型）動作，さらに腰と肩を
平行に保ち水平移動が実践できているかどうかの判断が
できる．熟練者は，要介護者に身体を密着させコンパク
トな姿勢で体位変換を行っていた．一方，初任者は各々
の状態で姿勢保持が不安定で持ち直しも確認された．以
上のような動作介助の特長をボディメカニクス基本原則
を基に評価し，表 3のように分類した．

熟練者　　　　　　　		　　　初任者

表３　動作介助の特長と比較

３－２　抱え上げ作業の最大荷重値
　要介護者を動作介助する際，介護者側の手に加わる最
大荷重値を各部位ごとに計測した結果を表 4に示す．最
大荷重値は，熟練者，初任者ともに左手側の肩介助が最
大荷重となり，熟練者で最大 6kg，初任者で最大 14kg
となった．警報ブザーの発報については，初任者側のみ
発報し危険回避をとる姿勢行動につながった．また，熟
練者は頭から膝まで部位間の最大荷重値のばらつきが少
ないことから，ボディメカニクスの基本原則にしたがい
適切な動作介助を実践していると推測される．
　

表４　部位ごとの最大荷重値 (kg)

介護する側　			頭　　	肩　	　	腰			　膝
熟 練 者　　	5　　		6　　				5　　		3
初 任 者　　	6							14　　			5　　		7

３－３　アンケート調査
　動作介助実験後にアンケート調査を行ったところ，次
のような意見があった．
１）制限荷重値を音で確認できるので，持ち手の荷重を

把握し易い．
２）危険荷重域での聴覚刺激は，初任者の作業姿勢や動

作介助の見直しにつながるのではないか．
３）介護施設や病院等の安全委員会「腰痛予防対策」の研

修ツールに役立つのではないか．

< 動作① >

< 動作② >

< 動作③ >

< 動作① >

< 動作② >

< 動作③ >

動
作

熟練者 初任者

①
頭部を支えながら上半
身を抱え上げる．
（安全性の確保）	○

頭部から膝まで全身を
持ち上げる動作．
（安全性の確保）×

②

頭・肩・膝の３要素を動
かす基本介助．
（体位変換の基本）○

頭部支えなし．肩を無理
に抱え上げている．膝の
抱え上げ位置が不十分．
（体位変換の基本）×

③
身体をコンパクトにす
ることで介助しやすい．
（BOX型動作介助）○

頭部の支え不十分．介護
姿勢が無理な前傾姿勢．
（BOX型動作介助）×

評
価

○ ×

図４　体位変換の動作介助
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４　まとめ
　本報では，体位変換など抱え上げ作業時の手に加わる力
を計測し，抱え上げ作業の制限値を介護者にリアルタイム
通知するシステムを試作した．介護経験者（熟練者）と未
経験者（初任者）で動作介助を実験した結果，熟練者の持
ち手にかかる最大荷重値は，要介護者の頭から膝までの各
部位間でおよそ一定していた．一方，初任者は，肩を無理
に抱え上げるように介助していることから最大荷重値も自
身の制限荷重を大幅に超え警報ブザー発報となった．
　小川ら 3）の報告においても熟練者と初任者の手のひらの
圧力をプレスケール発色濃度により体位変換ごとに計測比
較し，手全体の使い方や介護者への荷重呈示の重要性を示
している．
　本研究が初任者の教育用システムを目的としていること
から，制限荷重値の呈示と回避動作には聴覚への刺激が有
効であることがこれらの実験結果から明らかになり，介護研
修上の安全意識の動機づけになったのではないかと考える．

　また，アンケート調査結果からも同様の意見があった
ことで，おおむね良好な結果が得られたと言える．
　今回試作した警報器付きグローブセンサシステムを用
いることで，抱え上げ時の手に加わる制限荷重値を介護
者に知らせることができることから，介護の腰痛対策や
安全教育に貢献できるのではないかと考えられる．

５　参考文献
１）厚生労働省基発0618第 1号（2013）：職場における腰

痛予防対策指針
２）鳥浦哲也：聴覚的なフィードバックを利用したリハ

ビリテーション用荷重コントロール装置の開発，宮
崎大学医学部付属病院リハビリテーション部報告，
3（2013）

３）小川鑛一，鈴木玲子ら共著：看護動作のエビデンス，
東京電機大学出版局，134（2003）
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LED照明を用いたVHF-LISN，
クランプによるサイト相関性向上の検証＊

小田　誠＊１・藤本　正克＊２・石松　賢治＊３・尾前　宏＊４

Verification	of	Site	Correlation	Improvement	by	VHF-LISN	and	CMAD	using	LED	Lighting

Makoto	ODA,	Masakatu	FUJIMOTO,	Kenji	ISHIMATSU	and	Hiroshi	ONOMAE

　九州地域の企業は EMI 測定（放射妨害波測定，雑音端子電圧測定，雑音電力測定）を九州地域公設試の複数の電
波暗室（サイト）において行うことがあり，サイトによって結果が異なることが問題となっている．特に，放射妨害
波測定に使用するサイトの電源設備のインピーダンス特性がサイトによって異なるために，放射妨害波の測定結果が
測定したサイトによって異なることが問題となっている．そこで，九州地方知事会 EMC研究会（山口県，福岡県，
熊本県，鹿児島県，宮崎県）において放射妨害波測定結果のサイト間の相関性を向上させるための方法を検討した．
検討の結果，VHF-LISN を使用することによりサイト間の相関性を向上できることがわかった．

　キーワード：VHF-LISN，CMAD，EMC，放射妨害波測定，電源インピーダンス

１　はじめに
　放射妨害波測定に使用するサイトの特性は，規格によ
り正規化サイトアッテネーション（NSA）値が基準値に
対して± 4dB以内であるように定められているが，放射
妨害波の測定結果がサイトによって異なることが問題と
なっている．これは，測定施設の電源設備（敷設された
電源ケーブル）のインピーダンス特性に関する規定がな
いため，サイト間の電源インピーダンス特性にばらつき
があることが原因とされている．特に30～300MHz（VHF
帯）の測定に与える影響が大きいと考えられている 1）．
このため，吸収クランプ（CMAD）やVHF帯エミッショ
ン測定用疑似電源回路網（VHF-LISN）等による対策方
法が提案されている 2）．
　本研究では，工業技術センターの電波暗室とVCCI 登
録済み商用 EMCサイト（商用規格サイト）の電波暗室
における放射妨害波測定結果の違いを調査し，測定結果
の相関性を向上させるために，	CMADや VHF-LISN を
使用した LED照明の放射妨害波測定を行い，その効果
を確認することにした．

＊マイクロ波EMCノイズ測定・EMC対策技術に関する研究（第 2報）
＊ 1　機械電子部
＊ 2　山口県産業技術センター	
＊ 3　熊本県産業技術センター

＊ 4　鹿児島県工業技術センター

２　実験方法
２－１　測定サイト
　当県工業技術センターの電波暗室
（D8.46m ×W8.46m × H5.2m）と商用規格サイトの大型
電波暗室（D12m ×W21m × H9.47m）において測定距
離 3mで放射妨害波測定（30 ～ 300MHz）を行った．
２－２　測定方法
　供試装置（EUT）を高さ 0.8m の測定用机の端に設置
し（国際規格 CISPR22 適用），電源ケーブルを机から金
属床面まで垂直に垂らし，次の 3条件で測定を行った．	
条件①：電源タップに接続し，電源タップコードを床面
上で水平に這わせ，ターンテーブルの EUT用コンセン
トに接続する．
条件②：電源タップコードに CMADを取り付け，EUT
電源ケーブルを電源タップのコンセントに接続し，電源
タップコードを床面上で水平に這わせ，ターンテーブル
のEUT用コンセントに接続する．
条件③：VHF-LISN のコンセントに EUT電源ケーブル
を接続し，VHF-LISN コードを床面上で水平に這わせ，
ターンテーブルのEUT用コンセントに接続する．
　今回の研究では，2 種類の LED 照明機器（LED1，
LED2）を EUT として使用した．LED1 は，消費電力
11.2	W で電球 60 形相当の LED 電球である．LED2 は，
消費電力 11.8	Wで白熱球 100W相当の LEDダウンライ
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トである．ランプの安定化時間は，国際規格 CISPR15
を参考に 15 分とした．アンテナ高さは 1 ～ 4mで可変
し，ターンテーブルを回転させ，放射妨害波を測定し
MaxHold の値を取得した．偏波は，水平・垂直の両方を
測定した．図 1に模式図と写真を示す．

	
	

	
	

図 1　放射妨害波測定方法

２－３　CMAD の仕様
　表 1に研究で使用したCMAD（Luthi 社，FGZ40X15E）
の仕様を示す．

表 1　CMAD の仕様

２－４　VHF-LISN の仕様
　図 2に研究で使用したVHF-LISN（協立電機株式会社，
KNW-4602）の回路を示す．
	

図 2　VHF-LISN 回路図

項目 仕様

周波数帯 1-1000MHz

挿入損失 8-68dB

サイズ 58 × 53 × 615mm

開口直径 22mm

重量 3.4Kg

（a）模式図

（b）条件 1（標準）

（c）条件 2（CMAD）

（d）条件 3（VHF-LISN）
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３　結果および考察
３－１　LED1 測定結果
　LED1の放射妨害波測定結果を図3～図5に示す．また，
測定結果の評価結果を表 2に示す 3）．
　測定に使用した 2つのサイトは，VCCI 技術基準に基
づいた登録設備であり，サイトのサイトアッテネーショ
ンは理論値に対して± 4dB以内であるが，いずれの条件
においても最大差分は 4dB 以上となった．水平偏波の
30 ～ 50MHz と 250 ～ 300MHz の偏差は，ノイズフロア
の違いによる影響であるためデータを考慮しなくても良
いが，標準測定の場合は，ピークの周波数特性が異なる
ため，ピークにおいて両偏波で 10dB 以上の偏差を確認
できる．CMADを使用した場合は，両偏波でピークの
周波数特性が近づいたことが確認できた．特に垂直偏波
では，ほぼ同じ周波数特性になり相関が高くなったが，
両偏波で測定レベルに 4～ 5dB の差異を確認できる．一
方，VHF-LISN を使用した場合は，測定レベルと周波数
特性の両方が改善され，サイト間の相関が最も高くなる
ことが確認できた．

	

	

表 2　LED1 測定結果の比較評価

３－２　LED2 測定結果
　LED2の放射妨害波測定結果を図6～図8に示す．また，
測定結果の評価結果を表 3に示す．
　水平偏波の 30 ～ 50MHz，200 ～ 300MHz と垂直偏波
の 200 ～ 300MHz の偏差は，ノイズフロアの違いによ
るものであるが，LED1 での検証結果とほぼ同じ結果に
なり，サイト間の測定結果の相関性を向上させるために
CMADや VHF-LISN を使用することは有効な手段であ
ることがわかった．しかし LED1・LED2 両方の測定で，
標準の測定とVHF-LISN を使用した測定では，ピークの
数や周波数が比較的近いのに対し，CMADを使用した
場合には，ピークの数や周波数が変化することがわかっ
た．このことから，CMADより VHF-LISN の方が電源
インピーダンスの安定化に効果的であると考えられる．

測定条件
相関
係数

標準
偏差

最大
差分

標準
水平 0.66dB 2.82dB 13.5dB

垂直 0.83dB 2.43dB 10.6dB

CMAD
水平 0.66dB 2.03dB 9.1dB

垂直 0.92dB 1.99dB 8.8dB

VHF-LISN
水平 0.8dB 2.16dB 10.6dB

垂直 0.97dB 1.0dB 5.6dB

図 3　LED1　放射妨害波測定結果（標準）

図 6　LED2　放射妨害波測定結果（標準） 

図 7　LED2　放射妨害波測定結果（CMAD） 

図 4　LED1　放射妨害波測定結果（CMAD）

図 5　LED1　放射妨害波測定結果（VHF-LISN）
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表 3　LED2 測定結果の比較評価

４　まとめ
　LED照明のように筐体が小さく，スイッチング電源を
搭載した EUTは電源ケーブルがアンテナとして作用す
るため，電源ケーブルからの放射が支配的となる．電源
ケーブルのインピーダンスは規定されていないが，ケー
ブルの長さや引き回し方によって抵抗，ケーブル間の結
合，対地インピーダンス等が変化しケーブルの共振周波
数が変化するため，測定結果に差異が生じる．また，サ
イトによってターンテーブル下の電源ケーブル長，浮遊

容量，EMI フィルタ特性が異なるので，サイト間の相関
を悪くする．今回の研究では，CMAD，VHF-LISN を使
用することによって，電源ケーブルの共振特性がサイト
によらずほぼ同じになるため，サイト間の相関が改善さ
れることが確認できた．
　今回，VHF-LISN の方が CMADよりも相関性が良かっ
た理由は，VHF-LISN がどのサイトにおいても EUT直
下に設置できたのに対し，CMADはコンセントの位置
によって置き方が同一にならなかったため，電源線配置
に差が出たためであると考えられる．また，CMADは
ハイインピーダンスでコモンモード電流を抑制するデバ
イスであり 4），ディファレンシャルモード電流を抑制す
る効果が少ないためと考えられる．
　現行の規格ではCMADやVHF-LISNが規格化されてい
ないので，サイト間で測定結果に差異が生じることは避け
られない．VHF-LISN	の規格化（CISPR）が必要である．
　本研究は九州地方知事会 EMC研究会の共同実験であ
り，同様の実験を山口県産業技術センター，福岡県工業
技術センター，熊本県産業技術センター，　鹿児島県工
業技術センターの電波暗室でも実施した結果，他のサイ
トにおいてもVHF-LISN の使用により，サイト間の相関
性を向上できることを確認できた．

５　参考文献
１）田中嶋克行：EMCCレポート，26，12-1 ７（2010）
２）奥山真一：技術シンポジウム，VCCI，（2013）	
３）大橋弘幸，原本欽朗：東京都立産業技術センター研究

報告，６，142-143（2011）
４）本田達郎，桑原伸夫，河野次郎：電子情報通信学会誌，

J94-B（12），1566-1575（2011）

図 8　LED2　放射妨害波測定結果（VHF-LISN）

測定条件
相関
係数

標準
偏差

最大
差分

標準
水平 0.62dB 2.14dB 10.2dB

垂直 0.65dB 2.81dB 13.4dB

CMAD
水平 0.63dB 2.17dB 10.6dB

垂直 0.84dB 2.55dB 10.3dB

VHF-LISN
水平 0.87dB 1.85dB 10.2dB

垂直 0.86dB 2.54dB 10.0dB
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エンドミル切削面のヤスリを使用した表面粗さ改善について＊

長友　良行＊１・戸島　勇市＊１・黒木　雄太＊１

For	theImprovement	of	Surface	Roughness	Using	the	Rasp	of	the	End	Mill	Cuting	Surface

Yoshiyuki	NAGATOMO,	Yuuichi	TOJIMA	and	Yuta	KUROKI	

　半導体関連装置製造企業や航空機関連部品製造企業をはじめ機械加工分野では，エンドミル切削加工後に残るカッ
ターマークが無くなるように，あるいは一定方向の筋跡が残るような磨き作業を必要とする場合がある．本研究では，
エンドミル加工のカッターマーク除去に波目ヤスリによる切削加工を検討した．前報では，加工時に発生する微小な
ビビリの抑制や加工の際に波目ヤスリの刃と被削材の加工面を平行に設定することが課題として残った．この報告で
は，これらの課題に関する改善結果について報告する．

　キーワード：波目ヤスリ，エンドミル，カッターマーク，除去，工具

１　はじめに
　金属，特に県内の機械加工の現場では，ステンレス鋼
をエンドミル加工後，カッターマーク除去に紙ヤスリを
用いた手作業で磨き作業が行われることが多い．カッ
ターマークの高さは 10μm以下ではあるが，硬く，紙ヤ
スリで除去するには手間がかかる．この磨く作業を軽減
するための電動工具は多々市販されている．しかし，現
場での作業には，削り過ぎが発生したり，形状によって
は対処できず，紙ヤスリによる手作業が行われることが
多い．本研究では，この紙ヤスリによる磨き作業におい
て，作業者にかかる負荷を少なくすることを目的に，エ
ンドミル加工後のカッターマーク除去の方法としてヤス
リを応用した手作業工具について検討した 1）．その結果，
適正な切削面粗さが得られ，目詰まりしにくく，切り屑
除去が良好に行える点から，波目ヤスリを応用すること
が適すると考えた．しかし，手作業工具として応用する
ためには次の点を考慮しなければならないことがわかっ
た．①加工の際に波目ヤスリの刃と被削材の加工面を平
行に設定し，削り過ぎを防ぐこと．②切削工具としては
多数の刃を持つため，加工時に大きな負荷がかかり，そ
れが発生原因と考えられる微小なビビリ振動を抑制する
こと．それらについて検討した結果を報告する．

*切削面磨きの研究（第２報）
＊ 1　宮崎県工業技術センター　機械電子部

２　実験方法
２－１　被加工物
　磨きの対象として現場で多く使用されているステン
レス鋼 SUS304 を被削材とした．加工形状としては，幅
30mm，厚さ 15mmの角材をエンドミル加工し，企業の
現場で加工されている表面粗さ5μmRz程度の面とした．
２－２　使用した波目ヤスリ
　市販されている平型の幅 21mm，厚み 4.5mm，刃のピッ
チ 2.3mmの荒目を切断して使用した（図 1）．
	

図 1　波目ヤスリ（荒目）

（部分拡大）⇩



エンドミル切削面のヤスリを使用した表面粗さ改善について

10

２－３　被加工物と波目ヤスリの刃の平行
　波目ヤスリの刃（以下「刃」）が加工面に食い込み過
ぎないようにする方法として，図 2の様に刃をケースに
入れることを検討した．ケースの面からカッターマーク
の高さより 10μmほど刃が突き出るようにセットする．
そうすることで，ケース底面が仕切りとなり，刃の被加
工物への食い込み過ぎを防げると考えた．加工面に傷を
付けないため，ケースはアルミニウム（A5052）製とした．
ケースは図 3に示す手作業工具（以下「工具１」）に固
定できるようにした．加工する場合はケース面を被加工
物に向けて押し付ける．ケースに収める刃の長さは，手
作業工具としての扱いやすさを検討するため，10mm，
20mm，40mmを準備し，感圧紙（フジフィルム製プレ
スケール）に押し付け，前後動を加えて，刃の接触具合
やバランスを検討した．

２－４　ビビリ振動の抑制
　今回使用した幅 21mmの一刃に掛かる負荷を試算して
みた．エンドミルによる加工面が，高さ 5 μ mの正三
角形とすると，高さ 2.5μmの位置で，127.5 ～ 215.7N，
面を平らにする場合，255.0 ～ 431.5N となる．ヤスリの
刃は多刃であるので，刃が多いほど負荷は増え，ビビリ

振動を発生しやすくなる．刃に掛かる負荷を軽減するた
め，刃の数を減らすことや刃に刻み目を入れることを検
討した．刃の形状による抵抗の違いを測定するため，長
さ 10mmの刃を二枚固定できるようにした手作業工具
（以下「工具 2」）を図 4に示す．工具 2はアルミニウム
製で，「２－３」同様，刃の突出高さが 10 μmになるよ
うに刃の取り付け箇所が加工してある．取り付ける刃の
長さは 10mmとし，取り付ける刃は二個とした．工具 2
に取り付けて加工を行った刃を図 5～ 7 に示す．図 5は
手を加えていない刃で工具 2に取り付けた場合の刃の合
計は八枚となる．図 6は刃の数を減らし，10mmの長さ
に対し刃を一つとしたもので，工具 2に取り付けた場合
の刃の合計は二枚となる．図 7は刃に刻み目を入れたも
ので，工具 2に取り付けた場合の刃の合計は八枚となる．
ビビリ振動の発生は，被加工物を切削動力計（佐藤マシ
ナリー㈱製AST-ML型フライス工具動力計）に取り付け，
被削材面のカッターマークが無くなるまで削った時の状
況を観察して確認した．削る面にはあらかじめ切削用油
を塗布した．

図 2　ヤスリ収納ケースとヤスリ

図 5　手を加えていない刃

図 4　手作業工具（工具 2）

図 3　手作業工具（工具１）
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３　結果および考察
３－１　感圧紙による観察結果
　感圧紙に刃を押し付けた結果を図 8に示す．押し付け
た跡からは，どの長さの刃も全体が面当たりしているが，
工具操作の安定感としては，刃の長さ 10mmでは不安定
で，刃の長さ 20mm以上であれば安定していた．このこ
とを参考に，工具 2 では，長さ 10mmの刃を 20mm以
上離して取り付けられるようにした．

３－２　加工時の切削力比較
　被削材を切削動力計に取り付け，工具 2により加工す
る状況を図 9に示す．その際，被削材表面が，図 10の状

態から図 11の状態へ変化するように加工した．図 10 の
エンドミル切削面は表面粗さ 2.4 ～ 3.4μmRz，図 11の工
具 2で加工した面は表面粗さ 0.7 ～ 0.8μmRzである．工
具 2に取り付けた刃の種類別に発生した最大切削力を表 1
に示す．表 1より，刃の数を減らした刃の場合と刃に刻み
目を入れた刃の場合に発生する前向きの切削力が，刃に
手を加えていない刃の場合に比較して小さいということ
がわかる．また，手を加えていない刃で削った場合，ビビ
リ振動は発生したが，刃の数を減らした刃の場合と刃に
刻み目を入れた刃の場合，ビビリ振動は発生しなかった．
これは発生していた前向きの切削力の影響と考えられる．
手作業の場合，前向きの切削力が大きいと，余計な力が
発生し，それを強引に押そうとして，削りと滑りが交互に
発生し，ビビリ振動につながると考えられる．また，食い
込み過ぎについては，発生しなかった．これは，刃をケー
ス底面から 10μm程度しか突き出していなかったため，
当初のねらい通り，ケース底面が仕切りとなったためと考
えられる．ケース底面と被削材が接触した時の感触とし
ては，抵抗を感じられなかった．

図 6　刃の数を減らした刃

図 7　刃に刻み目を入れた刃

図 8　感圧紙に残った刃を押し付けた跡

図 9　切削動力計上での加工状況

図 10　エンドミル切削面の粗さ曲線
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表１　刃の形状と発生した切削力

４　まとめ
　本研究で，エンドミル加工のカッターマーク除去用工
具を試作し，その効果を検証した．その結果，次のこと
がわかった．
（１）刃の枚数を減らしたり，刃に刻み目を入れること

で加工時に発生する力が減り，ビビリ振動を発生さ
せることなく加工できた．

（２）刃をケースに収め，ケースからの刃の突出高さを10μm
程度としたことで，被削材への削り過ぎを抑制できた．

５　参考文献
１）長友良行，戸島勇市，竹山隆仁：宮崎県工業技術セ

ンター研究報告，57，5-8（2012）

図 11　工具 2 による加工面の粗さ曲線

刃の形状
前向き

最大切削力 (N)
下向き

最大切削力 (N)

手を加えていない刃 105.9 213.8

刃の数を減らした刃 96.1 204.0

刃に刻み目を入れた刃 76.5 202.0
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スイートピーの品質向上を目的とした LED 補光技術の研究

山下　一男＊１・中岡　直士＊２・中村　薫＊３・鳥原　亮＊１

Study	of	Supplemental	LED	Lighting	on	Quality	in	Sweetpea	(	Lathyrus odoratus L.)

Kazuo	YAMASHITA,	Naoshi	NAKAOKA,	Kaoru	NAKAMURA	and	Ryo	TORIHARA

　当県は，恵まれた気候を生かした花き栽培が非常に盛んであり，特に生産量日本一のスイートピーはその代表的な
品目となっている．スイートピーは，曇雨天が続くと蕾が落ちる「落蕾」を生じる性質を持ち，落蕾が発生すると，
切り花としての品質が低下するとともに生産量が減少するため，この落蕾の克服がスイートピー生産における長年の
課題となっている．そこで，本研究では，スイートピーの落蕾の抑制を目的として LEDを用いた補光実験に取り組
んだ．本報では，小型のLED器具による補光が落蕾の発生および切り花品質に及ぼす影響についての検証を報告する．

　キーワード：LED，スイートピー，補光，落蕾

１　はじめに
　当県は，冬季でも温暖で多日照という恵まれた気象条
件を生かした花きの生産が非常に盛んである．なかでも
スイートピーは全国一位の出荷量（平成 24 年度実績，
宮崎県農産園芸課調べ）を誇る県を代表する品目であり，
ハウスでの促成栽培により秋から春にかけて切り花の生
産が行われている．
　スイートピーは，その栽培期間中に連続した曇雨天が
あると，光合成産物の分配の競合により蕾が落ちる落蕾
が発生する．一度落蕾が発生すると，栄養器官の形成と
生殖器官の形成のバランスが崩れ，さらに落蕾を誘発す
る 1）ため，結果として切り花の生産量が低下する．その
ため，この落蕾の克服は，スイートピー生産上重要な課
題となっている．
　この課題を解決するため，これまでにも高圧ナトリウ
ムランプや白熱灯等の人工光源を用いて曇雨天時の日照
不足を補う補光の取り組みが行われてきたが，コストや
増収効果の面から実用化には至っていない．近年では，
その補光用の新たな光源として LEDに期待が持たれて
いる．LEDは，他の光源に比べ消費電力が小さく効率も
よく，また，スペクトル幅の狭い単色光を得ることがで

＊ 1　機械電子部
＊ 2　宮崎県総合農業試験場（現　宮崎県中部農林振興局）
＊ 3　宮崎県総合農業試験場

きるため植物の成長に適した特定の光を柔軟に設定して
照射することができる等の大きな特長を有している．
　そこで，本研究では，人工光源として LEDを用いた
補光実験を行った．

２　実験方法
２－１　照射器具の試作
　実験に用いる照射器具として，小型でハウスに容易に
設置ができる電球型の器具（㈱ノアシステム，特注品）
を用意した（図 1）．
　器具は，直径 75	mm，高さ 130	mmの大きさで，消費
電力は 9	Wである．

図１　試作した照射器具
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　植物生育における光環境としては，一般的に波長 400
～ 700	nm の光放射が光合成に特に有効とされ，また，
700 ～ 800	nm の遠赤色光も茎の伸長促進などの形態形
成に影響を及ぼすとされている 2）ことから，今回の器具
は，乳白色のカバー内に，赤色光（主波長 660	nm）と
遠赤色光（同 730	nm）の 2種類の LEDチップを数量 3：
6の割合で実装した．
　この器具のスペクトル分布を光学特性測定装置（大塚
電子（株），FM-9200HS）で計測したところ，波長 660	
nm と 730	nm の 2 つのピークを持つものであることを
確認した（図 2）．

	
２－２　照射方法の検討
　今回の補光栽培実験では，硬質フィルム被覆ハウス内
に約 2	mの高さで水平に展張したワイヤーに照射器具を
設置し，地面から上方に伸長する植物体に対して上方か
ら照射する形態をとる．
　試験区は畝の長さ 1.2	m で，照射方法を検討するため，
試験区に照射器具を 1個設置した場合（中央に配置）と
3個設置した場合（器具間隔 40	cm で配置）を想定し，
高感度分光放射輝度計（大塚電子（株），HS-1000AK）
を用いて，暗室内で照射器具の光量子束密度（測定波長
範囲 360 ～ 830	nm）の分布を計測した．
　照射器具を 1個設置した場合の光量子束密度分布を図
3に，3個設置した場合のものを図 4に示す．
　器具直下の距離5	cmの位置での光量子束密度は，器具1
個の場合は299	μmol･m-2･s-1 であり，器具3個の場合は262
～ 294μmol･m-2･s-1 であった．器具1個の場合は，器具を中
心として鉛直方向40	cm，横方向20～ 30	cmの範囲外では
光量子束密度が極端に小さくなるが，器具3個の場合は，個々
の器具の光が重なり，器具の間でも光源から遠ざかることに
よる光量の低下が抑制され，試験区内の光量子束密度は光
源からの鉛直距離によりほぼ等しい帯状の分布を示した．

　この結果を踏まえ，補光栽培実験においては，極力強
い光を照射するために，1試験区あたり3個の器具を設置
し，10	cm程度の近接距離から株に照射することとした．	
２－３　補光栽培実験
　実験に供試した品種は「紅式部」で，催芽後 2℃の暗
黒下で 4週間冷蔵した種子を平成 25 年 9 月 10 日に硬質
フィルム被覆ハウス内に直播きした．栽植様式は，畝幅
135	cm，株間 12	cm，条間 20	cmの 2条植とし，その他
の栽培様式は慣行とした．
　試験区は，補光を施す補光区と補光を施さない対照区
の 2 区を設け，試験規模は 1 区 10 株の 4 反復とした．
補光区では，1区あたり 3個の照射器具を株の上部に吊
り下げて取り付け，茎の伸長に合わせて器具と株の頂部
との距離が常に 10	cm程度となるようコードを巻き上げ
て位置を調整した．補光処理は，9月の播種後から 3月
に収穫を終えるまで，天候に関係なく毎日，午前 7時か
ら午後 5時までの 10 時間点灯して行った．
　切り花の調査は，11 月 2 日から 3 月 31 日まで行い，
花梗の下端から第 1小花の位置までの花梗長，着輪数，
落蕾数，開花数など切り花の形質を調査した．補光区の
栽培の状況を図 5に示す．

図２　照射器具のスペクトル分布

図３　光量子束密度分布（器具１個／区）

図４　光量子束密度分布（器具３個／区）
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図５　補光栽培実験の状況

３　結果および考察
３－１　収量および落蕾に及ぼす影響
　切り花本数と落蕾の発生した本数を表 1に示す．切り
花本数は，対照区が 31.6 本であるのに対し，補光区が
32.4 本であり，有意な差が認められた．落蕾率は，対照
区が 14.0％，補光区が 12.5％となったが，有意差は認め
られなかった．

表１　切り花本数および落蕾本数に及ぼす影響

z	平均値±標準誤差
y	t検定（スチューデント）により5％水準で有意差あり
x	マン・ホイットニ検定により 5％水準で有意差なし

３－２　切り花の品質に及ぼす影響
　出荷本数と規格別発生本数を表 2に示す．出荷本数は，
対照区が 27.1 本，補光区が 28.0 本で有意差は認められな
かった．切り花は出荷する際，小花数（P）と第 1 小花
までの花梗長により Sから 2L までの長さで規格が分け
られるが，4P2L ～ 4PMの本数も各区間に有意差は認め
られなかった．逆に，4PS の本数は，対照区 2.0 本，補
光区 2.9 本で補光区の方が多くなる結果となった．
３－３　考察
　スイートピー栽培では，曇雨天が続くと落蕾が発生す
る．並河，三浦 3）は，光合成有効日射量と落蕾には明ら
かな相関があり，落蕾は日照不足により光合成量が低下
するためとしていた．その後，札埜ら 1）は，この落蕾の
メカニズムについて調査し，曇雨天時に落蕾が発生する
のは，茎頂部と発達中の花蕾との間で光合成産物の配分
の競合があり，茎頂部に多く分配されるためとしている．
そのため，曇雨天時に光合成量を高めるための補光が注
目されているが，実用化はしていない．
　スイートピーに対する LEDでの補光については，古
藤ら 4），中村ら 5）がこれまでに報告している．古藤らは，
14 時間日長で光を照射しており，落蕾防止効果があった
としている．また，中村らは16時間および24時間照射し，
落蕾防止効果はあったが，切り花長が短くなり，草勢が
低下したとしている．スイートピーは，日照時間が長く
なると花芽をつける長日植物で，長日が続くと開花する
が草勢は低下しやすくなり，草勢が低下すると一般に落
蕾は少なくなる．
　今回の試験では 10 時間日長で照射を行ったが，落蕾

表２　出荷本数および規格別発生本数に及ぼす影響

z	落蕾がなく第 1小花までの花梗長が 20cm以上，小花数 3以上の花
y	落蕾がなく第 1小花までの花梗長が 20cm以上，小花数 4以上の花
x	落蕾がなく第 1小花までの花梗長が 25cm以上，小花数 4以上の花
w	落蕾がなく第 1小花までの花梗長が 30cm以上，小花数 4以上の花
v	落蕾がなく第 1小花までの花梗長が 35cm以上，小花数 4以上の花
u	平均値±標準誤差
t	マン・ホイットニ検定により 5％水準で有意差なし
s	マン・ホイットニ検定により 5％水準で有意差あり
r	t 検定（スチューデント）により 5％水準で有意差なし

区 出荷本数 z 4PS 本数 y 4PM本数 x 4PL 本数 w 4P2L 本数 v

対照区 27.1 ± 0.7u 2.0 ± 0.3u 6.2 ± 0.5u 10.9 ± 0.6u 	7.9 ± 0.6u

補光区 28.0 ± 0.4u 2.9 ± 0.3u 	6.1 ± 0.4u 9.6 ± 0.6u 9.4 ± 0.8u

有意性 n.s.t ＊s n.s.r n.s.r n.s.r

区 切り花本数 落蕾本数 落蕾率

対照区 31.6 ± 0.2z 4.5 ± 0.6z 14.0％

補光区 32.4 ± 0.3z 4.1 ± 0.5z 	12.5％

有意性 ＊y n.s.x n.s.x
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率に差はなく，落蕾防止効果は認められなかった．この
ことから，古藤ら，中村らの落蕾防止効果は，より長い
照射時間による長日処理が影響したのではないかと考え
られる．
　今回，落蕾防止効果が認められなかった原因としては，
一つには実験時の気象環境によるものが考えられる．今
回の実験では，遮光処理等により擬似的に曇雨天環境を
設けることはせず，自然まかせで補光を施したが，実験
期間中，特に 11 月から 1 月の間の天候は例年に比べて
好天が多かった（表 3）ため，日照不足による落蕾や品
質の低下が現れにくかったということが考えられる．補
光による効果を確実に評価するためには，曇雨天環境を
設定した上で補光実験を行う等，実験方法のさらなる検
討が必要であると考えられる．

表３　実験期間中の日照率（％）

※	気象庁ホームページ：過去の気象データ 6）より

　また，今回実験に用いた器具は，生産農家への普及を
考慮し，コストの負担が小さく，電球ソケットを用いて
容易に取り付けができる小型の電球型のものとしたが，
これを株の上方から照射したため，光の当たる部分が株
の頂部付近に限られ，下方では補光の光量が極端に小さ
くなる．このため，全体的な落蕾防止の効果が現れなかっ
たと考えられる．植物体に対し有効な範囲に効率よく光
を照射するための配光特性を考慮した器具の改良と照射
方法の検討が必要であると考えられる．

　補光での照射光の成分に関しても，今回の実験では，
赤色光（主波長 660	nm）および遠赤色光（同 730	nm）
を有効と推定して照射器具を用意したが，これらとは異
なる波長での補光効果の検証も必要であると考えられる．

４　まとめ
　今回，LED技術を農業分野へ応用することにより，当
県の代表的な特産花きであるスイートピーのさらなる生
産性向上と高付加価値化を目指して補光技術に関する研
究に取り組んだ．今回の実験では，落蕾防止の明確な効
果を得ることはできなかったが，安価で導入時の負担が
小さい LED器具により，切り花の生産性や品質を高め
ることが可能になれば，生産農家さらには当県一次産業
の貢献につながると考えられるため，引き続きスイート
ピー栽培における補光技術も含め，LED応用技術の研究
を深めていく予定である．

５　参考文献
１）札埜高志，林孝洋，矢沢進：園芸学会学雑誌，70,102-

107（2001）
２）村上克介，“第 1章　生物と光環境　1．植物”，後藤

英司編：人工光源の農林水産分野への応用，農業電
化協会，2-4（2010）

３）並河治，三浦泰昌：神奈川県園芸試験場研究報告，22，
109-115（1974）

４）古藤澄久，平本廣幸，桐生進，吉田光晴，雨木若慶：
園芸学研究別冊，9-2，540（2010）

５）中村薫，郡司定雄：九州の農業気象	第 2輯，19，4-5
（2010）

６）気象庁：
http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

実験時
（25 年度） 51 49 65 65 70 51 57

過去10 年
（平均） 46.4 49.0 51.8 61.9 58.8 51.6 53.8
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長期運用中における太陽光発電システムの性能評価手法の検証＊

－屋外での太陽電池モジュール特性評価－

鳥原　亮＊１・平　栄蔵＊１・長友　良行＊１・山下　一男＊１・川越　新吾＊１

Inspection	of	the	Performance	Evaluation	Technique	of	the	PV	System	
during	the	Long-term	Use

－ Characteristic	Evaluation	Method	for	Solar	Cell	Modules	installed	Outdoors －

Ryo	TORIHARA,	Eizo	HIRA,	Yoshiyuki	NAGATOMO,
Kazuo	YAMASHITA	and	Shingo	KAWAGOE

　太陽光発電システムの劣化には様々な要因が考えられる．本研究では，当センターにおいて 15 年に亘って運用し
ている太陽光発電システムについて，電流 - 電圧特性，熱変化，電流変化の同期などの視点から測定・解析を行った．
その結果として，各ストリングの電流同期測定が，現場における太陽電池モジュール不具合解析の簡易な診断方法と
なる可能性があること分かった．本報では，各手法における測定結果とその考察を報告する．

　キーワード：多結晶シリコン太陽電池，電流電圧特性測定，小規模太陽光発電システム

１　はじめに
　世界的にエネルギーと環境への関心が高まるなか，当
県においては，その恵まれた日照条件から，太陽光発電
システムの導入が盛んになっている．太陽光発電システ
ムは，導入後数十年の長期にわたって運用されるもので
あるため，その間，安定した発電性能が要求される．こ
のため，運用中における劣化や不具合の状況を把握する
ことが重要である．
　工業技術センターでは，産業技術総合開発機構（NEDO）
の事業により，平成 10年度から，屋上に太陽光発電シス
テム（以下，本システム）を導入している（図 1）．

＊長期運用中における太陽光発電システムの性能評価手法の検証 (第1報 )
＊１	機械電子部

本システムの仕様は表１のとおりで，運用から約 15 年
が経過している．	

表 1　 本システムの仕様

　導入当初の年間発生電力量のシミュレーション値は，
式 (1) で算出され，約 41,582	kWh とされている．	

図 1　 本システムのモジュール概観

太陽電池モジュール

種類 多結晶シリコン

公称最大出力 108.3	W

公称開放電圧	Voc 	31.7	V

公称短絡電流	Isc 	5.13	A

公称最大出力動作電圧	Vpm 	23.9	V

公称最大出力動作電流	Ipm 	4.54	A

太陽電池アレイ（A，B，C，Dの４エリアで構成）

モジュール直列×並列数
（モジュール総数　384枚）

12 直列× 11 並列（A，B）
12 直列×	5 並列（C，D）

　定格出力 	41,472	W

パワーコンディショナー

　定格出力 	40	kW
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(1)	

U ：日射量	(kWh ／m2・day)	 P：モジュール出力（W／台）
Pn：モジュール台数（台）	 PO：放射照度（1,000W／m2）
ηp：汚れ係数	 	 ηi：インバータ効率
ηc：ケーブル損失係数	　　　　　ηt：温度補正係数

　図 2に本システムの 2005 年から 2013 年までの年間発
生電力量の推移を示す．
　2005 年度の発生電力量は 42,686	kWh であり，導入当
初のシミュレーション値に近い値を示している．	

　しかしながら，2013 年までの 9年間において，発生電
力量は減少傾向にあり，2013 年度の年間発生電力量は，
シミュレーション値の 70％を下回っている．図 3に月別
の日照時間を示す．日照時間は気象庁のデータベースを
参考とし，設置場所に最も近い宮崎県西都市のデータを
用いた 1）．日照時間はこの９年間で低下しているような
傾向は見られないため，発生電力量の低下は日照時間に
起因するものではなく，本システムに何らかの不具合が
あると考えられる．		

　そこで，本システムの出力低下の原因について，いく
つかの手法を用いて実験及び解析を行った．

２　実験方法
２－１　電流 - 電圧特性測定
　太陽電池の電流 - 電圧特性は図 4のような曲線の形状
を示している．縦軸を電流，横軸を電圧としたときの縦
軸との交点が「短絡電流（Isc）」, 横軸との交点が「開放
電圧（Voc）」である．太陽電池はこの曲線の一点で動作
することができ，その時の出力値は電流と電圧の積にな
る．この積が最大となる動作点を「最大出力動作点（Pm）」
といい，その時の電流および電圧を「最大出力動作電
流（Ipm）」，「最大出力動作電圧（Vpm）」という．また，
短絡電流と開放電圧の積に対する最大出力の割合を「曲
線因子（FF）」という 2）．
	

　これらのパラメータや曲線の状態は，太陽電池の製造
において性能を決定するファクタとして重要であるとと
もに，運用中の太陽電池モジュールの状態を経時的に観
察するための手法としても有効とされている．
　図 5に本システムのアレイ構成を示す．実験では，I-V
チェッカー（英弘精機（株），MP-170）を用いて，アレ
イDにおける各ストリング単位の電流－電圧特性につい
て測定を行った．
	

kWh=	UPPn
　　　　Po

ηpηiηcηt

図 2　 本システムの年度別発生電力量の推移

図 3　年間発生電力量と日照時間の推移

図 4　太陽電池セルの電流 - 電圧測定の例

図 5　太陽電池アレイの構成
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２－２　熱画像による調査
　次に，晴天時の発電状態における各モジュールの熱画
像を撮影した．撮影にはサーモカメラ（NEC	Avio 赤外
線テクノロジー（株），TH6300R）を用いた．主にモジュー
ル裏側から撮影し，異常発熱の有無を調査した．
２－３　各ストリングの電流変化測定
　現場で行われる電流－電圧特性測定は，太陽電池モジュー
ルとパワーコンディショナ（以下，PCS）のケーブル接続部
が収納された接続箱で行い，測定時はその接続を切り離し，
モジュール側にプローブを当て測定する．近年の接続箱で
は，この接続を容易に切り離すため，ストリング毎に開閉器
が設置されているケースが多い．しかしながら，本システム
では，図6のようにモジュール側のケーブルとPCS側のケー
ブルは端子台で接続されているため，離線して測定せざる
を得ない．このような場合，作業中に感電する危険性や端
子台からのケーブル着脱の繰り返しによる端子の劣化など
の可能性がある．そこで，離線せずにシステムの発電状態
を確認するため，各ストリングの電流変化を，クランプ式電
流計（三和電気計器（株），　DCM400）を用いて測定した．
　測定は 5ストリングを同時に計測し，3分間隔で 30 分
測定した．

			

３　結果および考察
３－１　電流－電圧特性測定
　図 7にアレイDで測定した各ストリングの電流－電圧
特性のグラフ，表 2に各パラメータを示す．	

表 2　 アレイ D の各ストリングのパラメータ

　太陽電池モジュールは，個々の性能にばらつきがある
ため，各ストリングの導入当初の Pm が必ずしも一致す
るわけではないが，5つのストリングを比較すると，ス
トリング 2，3，4がストリング 1，5よりも Pm，Ipm，FF
が低いことが分かった．
３－２　熱画像による調査
　アレイDでは，撮影した 60 枚のモジュールのうち 10
枚で異常な発熱箇所が見られ，その全てが図 8のように
太陽電池モジュール内部のセル同士を接続するインター
コネクタのはんだ部で発生していた．異常発熱の無い箇
所での温度が約 58℃であるのに対し，最大で 99℃が観
測された．
	

　図 7　アレイ D の各ストリングの IV 特性曲線

図 6　接続箱内の端子台（左）と電流測定状況（右）

図 8　異常な発熱のあるモジュール
（左　可視画像，　右　サーモ画像）

№ 1 № 2 № 3 № 4 № 5

Pm（W） 723.2 620.0 610.7 606.0 731.7

Voc（V） 355.3 354.4 330.8 337.5 355.4

Isc（A） 4.02 4.03 4.28 3.94 4.16

Vpm（V） 250.8 256.0 240.1 237.7 247.1

Ipm（A） 2.88 2.38 2.54 2.55 2.96

日射強度
（kW/m2） 0.98 0.98 0.98 0.96 0.96

FF 0.50 0.43 0.43 0.46 0.49
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３－３　各ストリングの電流変化測定
　アレイDの各ストリングの電流変化を図 9に示す．ス
トリング 1よび 5に比べ，ストリング 2，3，4の電流値が
低く，何らかの不具合があることが考えられる．測定中，
太陽電池モジュールはPCSに接続されているため，計測
した電流値は PCSにて制御された値となる．よって，こ
の電流値は電流－電圧特性測定の Ipmに概ね相当する．
	

　この手法は試案であり，ストリング単位での比較および
良否判断の材料にはなり得るが，不具合の原因を絞り込む
には至らなかった．今後，サンプリング期間やサンプリン
グ間隔，電流変動幅の解析等を行うことで，簡易的な不具
合診断ツールを構築できる可能性があると考える．

４　まとめ
　本報では，長期間運用中の太陽光発電システムの現
場での不具合解析・調査について，当センターの太陽
光発電システムでの測定事例を説明した．電流－電圧
特性測定（以下，詳細評価）は細かく特性を評価する
ことができるが，データを解読する専門知識が必要と
なる．また，現場で回路を遮断し，全ストリングを人
力で測定するため，多額の点検コストがかかる．一方，
試案である各ストリングの電流変化測定（以下，簡易
診断）は簡易な方法であり既設のシステムにも応用す
ることができ，自動化も可能と考える．しかしながら
比較測定でしかないため，この手法についてさらに追
究を行うこととする．
　将来的にこのような簡易診断で不具合の絞り込みを
行い，詳細評価を行っていくことが現実的な点検手法
になると考える．

５　参考文献
１）気象庁

http://www.data. jma.go.jp/obd/stats/etrn/
index.php

２）加藤和彦：太陽光発電システムの不具合事例ファイル，
日刊工業新聞社，16-40（2010）

図 9　アレイ D の各ストリングの電流変化
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ウォータージェット加工技術高度化研究
－産業廃棄物処理を必要としない研磨材の可能性検討－＊

川越　新吾＊1・長友　良行＊1・戸島　勇市＊1・黒木　雄太＊1・竹山　隆仁＊2

Study	on	Water-jet	Machining	Technology	Advancement
-	Possibility	Examination	of	the	Abradant	which	doesn’t	need	Industrial	Waste	Treatment	-

Shingo	KAWAGOE,	Yoshiyuki	NAGATOMO,	Yuuichi	TOJIMA,	
Yuuta	KUROKI	and	Takahito	TAKEYAMA

　本研究は，ウォータージェット加工機を保有する企業が共通して持つ課題を解決し，ウォータージェット加工技術
の向上を図る目的で実施した．課題の一つとして，一般的に研磨材として用いられるガーネット等は使用後産業廃棄
物として処理され，その処理費用が加工コストに影響することが上げられる．そこで，廃棄コストを押さえるため，ガー
ネット等に代わる水溶性砥粒を選定し，その効果について検討したので報告する．

　キーワード：ウォータージェット，重曹

１　はじめに
　ウォータージェット加工（以下WJ加工）は，高圧水
を加工対象材料に噴射し切断する加工法である．	
　加工が行われる際に，いくつかの課題が県内企業から
寄せられた．その一つに，使用済み砥粒の産業廃棄物処
理がある．一般的に，切断加工時の研磨材としてはガー
ネットやアルミナなどの砥粒が使用される．使用後は砥
粒と加工対象物が一体となったスラッジ状の物質を水と
分離し，産業廃棄物として処理されているが，コスト削
減対策のため，一般排水として処理可能な水溶性砥粒を
使用することが考えられる．本研究では，水溶性砥粒を
使用した場合の効果について検討したので報告する．

２　実験方法
２－１　実験装置
　WJ 加 工 機（ ㈱ フ ロ ー ジ ャ パ ン，Mach4	1313b	
Dynamic	Waterjet）の仕様を表１に示す．この装置には
通常の研磨材供給装置に加え，少量の砥粒で加工状況を

＊　	ウォータージェット加工技術高度化研究（第２報）
＊ 1　機械電子部
＊ 2　機械電子部（現　宮崎県機械技術センター）

把握するため，約 1,100cm3 のホッパーと高圧ノズルまで
をデリバリーホースで結んだ外付け研磨材供給装置が付
いている．今回選定した水溶性砥粒の実験は，この装置
を使用した．

表１　装置仕様

２－２　水溶性砥粒の選定
　WJ加工にて用いられる砥粒は，一般的にガーネット，
アルミナなどに代表される非水溶性のものである．今回，
砥粒として求められる条件として，次の①～⑥がある．
①水溶性であること．②廃液が一般排水として流せるこ
と．③加工能力がある硬度を有すること．④粒径が揃っ
ていること．⑤安価であること．⑥入手が容易であること．
　今回，検討した水溶性砥粒とその硬度を表２に示す．

最高圧力 414MPa

XYストローク 1300 × 1300mm

Zストローク 150mm

軸旋回 B軸± 60°　C軸± 540°
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表２　水溶性砥粒とその硬度

　表２の各粉末について，厚さ 3mmのアルミニウム
（A5052）板に 200MPa で噴射し，100mm/min の送り速
度でノズルを移動させて，加工溝深さにて加工能力を判
定した．加工溝深さの測定は，非接触三次元表面構造解
析顕微鏡（Zygo	NewView5010）を使用した．
２－３　水溶性砥粒の観察
　金属顕微鏡（オリンパス㈱，DSX500）を用いて，選
定した水溶性砥粒の観察を行った．
２－４　水溶性砥粒による切断加工
　水溶性砥粒を用いて CFRP 材等の切断加工を行い，切
断面性状と加工コストの面から水溶性砥粒の用途に対す
る可能性を調査した．CFRP 材は切削加工を行った際に
粉じんや加工性の問題を生じることから，湿式加工であ
るWJ 加工は航空業界などの現場でも活用されている．
加工対象物とした CFRP 材は，厚さ 3mmのフェノール
樹脂複合材料である．
　加工方法を表 3 に示す．切断加工条件は，圧力
300MPa，研磨材供給量 320g/min，ノズル移動速度は，
加工 1，2，3 は 330mm/min，加工 4，5 は 165mm/min
とした．	切断加工面の観察は金属顕微鏡（オリンパス㈱，
DSX500），測定は表面粗さ測定機（㈱ミツトヨ，SV-
C634）で行った．

表３　加工方法

２－５　コスト比較
　重曹とガーネットによる切断加工のそれぞれのコス
ト比較を行った．加工対象物は厚さ 3mmのアルミニウ
ム（A5052）で，切断加工条件は，重曹は圧力 300MPa，
速度は 100mm/min，ガーネットは圧力を 200MPa，
300MPa とし，速度はそれぞれの水圧における最大切断
速度とした．費用は電気代，水道代，研磨材費用，使用
済砥粒の処分料金で算出し，ノズル等の機器損料は含ん
でいない .

３　結果および考察
３－１　水溶性砥粒の選定
　各種粉末を用いて行った溝加工実験の測定結果を表 4
に示す．参考までに高圧水のみの場合と，ガーネットの
場合の結果もあわせて示している．
　最も大きな加工能力を示した砥粒は重曹であった．溝
深さが一定とならず安定性に欠けたが，これは粉体の吸
湿等に起因するのではと推察された．この結果から重曹
を採用することとした．

表４　水溶性砥粒の加工能力

３－２　水溶性砥粒の観察
　今回選定した水溶性砥粒の重曹（粒度 80）と一般的に
用いられるガーネット（粒度 80）の形状観察を行った．
その結果を図 1，2に示す．

砥　粒 モース硬度

グラニュー糖 3.0 程度

クエン酸 －

重曹 2.5 程度

食塩 2.0 ～ 2.5 程度

（参考）ガーネット 6.5 ～ 7.0 程度

砥　粒 溝深さ［mm］

グラニュー糖 0.24

クエン酸 0.20

重曹 0.58

食塩 0.12

（参考）高圧水のみ 0.15

（参考）ガーネット 貫通

加工 1 高圧水のみでおこなう加工

加工 2 ガーネットを研磨材として用いた加工

加工 3 重曹を研磨材とした加工

加工 4 重曹を研磨材とした加工（速度変更後）

加工 5
ガーネットを研磨材として用いた加工

（速度変更後）

図１　重曹 図２　ガーネット
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　重曹とガーネットの長手方向寸法を測定したところ，
重曹は平均約 395μm，ガーネットは約 515μmであるこ
とが分かった．同じ粒度で，重曹の方が細かい形状であ
るが，これは粒度の測定方法による．
３－３　水溶性砥粒による切断加工
　今回使用する重曹については，流動性向上が必要であ
るため，使用前の前処理としてふるいにかけ，またデリ
バリーホースを短くすることで供給する距離を短縮し
て，供給条件の向上を図った．そのような工夫の下に
CFRP 材の切断加工を行った．加工面を観察した画像を
図 3から図 7に示す．さらに，表面粗さ測定機にて，切
断面の表面粗さの測定箇所は，切断面の噴流に接触する
面を上面として，上面から 0.5mmの位置，1.5mmの位置，
2.5mmの位置とした．その結果について，算術平均粗さ
Raを表 5に，最大高さRzを表 6に示す．

表５　表面粗さ測定結果（算術平均粗さ Ra）

表６　表面粗さ測定結果（最大高さ Rz）

　まず，加工 1の高圧水だけの切断加工の結果より，水
のみでも切断加工は可能であることは確認できた．加工
3にてその切断面性状が向上していることから重曹の研
磨材としての効果は十分得られていることがわかった．
　また，加工 2の通常のガーネットによる加工と同条件
で研磨材のみを変えた加工 3では，WJ 加工機の特徴で
あるキックバックが見うけられるが，半分の厚みまでは
ガーネットと同等の表面粗さを得られている．このこと
から，1.5mm以下の薄物であれば，十分同条件で加工可
能であることがわかった．
　さらに，加工 4で速度条件のみを変更することで，キッ
クバックもなくなり，加工 3よりも，外観上も表面粗さ
の結果からも同等以上の良好な切断面が得られているこ

Ra[μm] 加工 1 加工 2 加工 3 加工 4 加工 5

上面 	8.77 5.79 5.67 3.90 4.31

中央 13.70 5.17 8.98 3.95 4.15

下面 24.06 5.91 18.62 5.81 5.32

Ra[μm] 加工 1 加工 2 加工 3 加工 4 加工 5

上面 62.7 38.1 33.5 25.4 29.4

中央 82.0 34.1 58.7 25.7 27.8

下面 134.5 37.7 104.9 40.1 34.3

図３　加工１（水のみ，330mm/min） 

　図４　加工２（＃ 80 ガーネット，330mm/min）

図５　加工３（＃ 80 重曹，330mm/min）

図６　加工４（#80 重曹：165mm/min）

図７　加工５（#80 ガーネット：165mm/min）
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とが確認できた．ここで，加工 2の通常のガーネットに
よる加工において，加工 4と同じ速度で加工した加工 5
と比較すると，加工 4の方が見た目も数値的にも全体的
になめらかな表面をしている．加工 5は多少の水流のラ
インが見られるがそれ自身も均一になっている．
３－５　コスト比較
　比較結果は図 8のとおり．結果的にガーネットの方が
安価であった．研磨材の単価としては重曹の方が安価で
あるが，ガーネットの方が加工時間を短縮できることか
ら廃棄処分費用を含めてもコスト安となった．
　水溶性砥粒の特徴を考えて薄物加工に関して活用でき

る範囲を広げることが出来れば，コスト面についても多
少なりと軽減でき，環境に優しい取組みが可能となるの
ではと考えられる．

４　まとめ
　WJ加工について，産業廃棄物処理を必要としない水
溶性砥粒の探索およびその切断加工への応用可能性を検
討し，次の結果を得た．
（１）ガーネットによる切断加工をベースとして比較する

と，重曹を用いて同条件で加工した場合，約半分程
度の厚みまでは同様に加工できることが分かった．
このことから薄物への加工応用の期待がもたれる．

（２）重曹を用いた加工では，速度を落とすことでガーネッ
トによる加工と同等以上の切断面を得られることが
分かった．

（３）重曹を研磨材として加工することは，実際の現場に
おいて環境に優しい取組となるが，現時点ではコス
ト高となってしまう．

５　参考文献
１）日本ウォータージェット学会：ウォータージェット

技術辞典，丸善㈱，1993
図８　１ｍ切断したときのコスト比較
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農産物用低温調湿貯蔵庫の開発および実証実験＊

平　栄蔵＊１・御手洗正文＊２

Development	of	Humidity	Control	Cold	Store	and	Actual	Proof	Experiment	of	
Freshness	Preservation	for	Fresh	Foods	

Eizo	HIRA	and	Masafumi	MITARAI

　本県は全国有数の農産物生産・供給地域であり，農業等一次産業を支援する技術開発が求められている .　
　今回，①生産農家等の収穫時期・出荷調整，②店頭での鮮度保持・販売期間の延長，③輸送中の鮮度劣化防止等に
活用可能な簡易構造・低価格の農産物用鮮度保持貯蔵庫（低温調湿庫）の開発に着手した．
　農水省等によると，多くの農産物等の最適貯蔵温度は 0～ 10℃，相対湿度は 85 ～ 95％程度であり，エチレンガス
等の除去，農産物等への微細ミスト・結露付着の防止等が望ましいとしている．これらを達成する手段として，アルコー
ル系吸湿液の不凍性・調湿作用等に着目し，5℃程度の低温度で，相対湿度 95％程度を長期間高精度で保持できる低
温調湿庫を開発した．本低温調湿庫を用いて，イチゴ等農産物の低温貯蔵実験を行い，鮮度保持性能に優れることが
実証された．

　キーワード：吸湿液の不凍性・調湿作用，気液接触器，温・湿度高精度制御，農産物等鮮度保持

１　はじめに
　本県は全国有数の農産物生産・供給地域であり，農業
等の一次産業を支援する農商工連携等の技術開発が求め
られている .
　本研究では，①生産農家等の農産物収穫時期および出
荷調整，②店頭での鮮度保持および販売期間の延長，③
東京，大阪など大消費地への輸送中の鮮度劣化防止等に
活用可能な簡易構造で低価格の農産物用鮮度保持貯蔵庫
の開発に着手した．
　表１は農林水産省の農研機構野菜品質・機能性研究グ
ループや日本冷凍空調学会等が推奨している農産物等の
最適貯蔵温度と相対湿度等の一部を示す．多くの農産物
等の最適貯蔵温度は 0～ 10℃，相対湿度は 85 ～ 95％程
度で，熟成を促すエチレンガス等の除去に加えて農産物
等への微細ミストや結露の付着を防止することが望まし
いとされている．これを達成する一つの方法として，図

＊ JST「地域ニーズ即応型研究開発事業」および経常研究「農林水産業を
　支援するエネルギー技術に関する研究」
＊ 1　機械電子部
＊ 2　宮崎大学農学部

1a および 1b に示す「吸湿液を用いた農業温室用除湿機
の開発」において採用したアルコール系吸湿液の不凍性
および湿度調節作用等に着目し，5℃程度の低温度域で
も湿度調節が可能な貯蔵庫の開発を実施した．	
　本報では，開発した農産物用鮮度保持低温調湿貯蔵庫
（以降，低温調湿庫）の基本性能とイチゴ等農産物の鮮
度保持に関する実験例について報告する． 

表 1　農産物の最適貯蔵温度および相対湿度の例

品目名 最適貯蔵
温度℃

最適貯蔵
湿度RH％

蔵可能
期間

エチレン
生成量

エチレン
感受性

イチゴ 0 90～ 95 7～ 10日 少 低

ブロッコリー 0 95～ 100 10～ 14日 極少 高

ホウレンソウ 0 95～ 100 10～ 14日 極少 高

豚肉
(新鮮 ) 0 ～ 1 85～ 90 3～ 7日

牛肉
( 新鮮 ) 0 ～ 1 88～ 92 1～ 6週間

鮮魚 -1 ～ 3 90～ 95 5～ 20日

伊勢
エビ

-4 ～ 4.5 80 1 か月
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２　実験装置および方法
　図2に試作した低温調湿庫の外観を示す．本調湿庫は，
庫内気温 5℃，相対湿度 95％を長期間高精度で維持し，
加えて庫内貯蔵品目等への微細ミストおよび結露の付
着を抑制する目的で，①冷却した水また濃度 10％以下
の食品添加物用プロピレングリコール水溶液（PG）を
用い，②微細ミストの発生および飛散防止用の低速循
環送風，接触面積拡大方式の気液接触器，微細ミスト
捕集器等で構成した．
　実験は，調湿庫外に設置した吸湿液冷却機を用いて
吸湿液を設定温度まで冷却し，調湿庫内に設置した吸
湿液貯留タンクとの間で循環する．庫内では低温の冷
水または低濃度吸湿液を気液接触器上部へ滴下し，気
液接触器の網目状繊維表面に流下液膜を作る．庫内空
気を気液接触器に対して直行流（クロスフロー）で流
すことにより通過する空気温度と相対湿度とを同時に
制御する．庫内は差圧送風方式を採用し，その循環風
速は 0.5m/s 以下に設定した．庫内の気温と相対湿度は
庫内外に設置した T型シース熱電対と通風式乾湿計を
用いて 1 分間隔で記録した．

３  実験結果および考察
３－１　吸湿液の特性
　本調湿庫では，冷却した水，または濃度 10％以下の
食品添加物用プロピレングリコール水溶液 (PG と略称
する ) を用いて，庫内相対湿度を調整している．　
　ユニオンカーバイド社の技術資料と本調湿庫の実測
値を加味して PG の特性を説明する．
　図 3 は 10℃程度の柔軟な密閉容器に入れた PG 水溶
液の濃度と空気の相対湿度の関係を示す．PG 濃度を任
意に設定することにより同一容器内の相対湿度を確定
できることがわかる．図 4 は図 3 と同様に柔軟な密閉
容器に入れた PG 水溶液の温度と相対湿度の関係を示
す．温度が変化しても相対湿度の変化量は少なく安定
していることがわかる．図 5 は PG 濃度と凍結温度を示
す．PG濃度が 10％の時の凍結温度は－ 5℃程度であり，
氷点下での湿度調節操作が可能であることがわかる．

図 1a 　吸湿液用いた農業温室用除湿機の
除湿ユニット

図 1b　吸湿液用いた農業温室用除湿機の
再生ユニット

図 2　試作した農産物用低温調湿貯蔵庫 
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３－２　農産物の鮮度保持実験の例
　宮崎大学農学部と共同で農産物の鮮度保持比較実験を
行った．①実験用農産物は図 9～ 12 の 4 種類で，②冷
蔵装置は，図 6に示した湿度調節機能が無い市販低温恒
温器と図 2の湿度調節機能付きの調湿庫を用いた．③気
温設定は共通で 5℃，相対湿度の設定は市販恒温器の場
合は成り行き，調湿庫の場合は 95％とした．④実験期間
は図 9～ 12 の下に記入した最短 10 日から最長 110 日で
ある．⑤調査項目は気温と相対湿度の経過，糖度，酸度，
表面色，重量減少率を測定記録した．イチゴと日向夏に
ついては食味の調査を追加した．
　イチゴに関する鮮度保持実験の際の貯蔵庫内の気温と
相対湿度は，図 7 および 8 に示すように，①市販恒温
器内の気温は 5 ± 1℃と安定したが，相対湿度は 70 ～
85％と大きく変動した．②調湿庫の気温は 5± 0.5℃，相
対湿度は 95 ± 1％で , ともに安定していた．図 10 ～ 12
のブロッコリー，日向夏，ゴーヤーの場合の庫内温度と
相対湿度は，図 9のイチゴの場合の図 7および 8と同様
の経過を示していた．
　一方 ,農産物の鮮度保持の指標となる重量減少率（デー
タは省略）については ,図 9，10のイチゴ，ブロッコリー
の場合，調湿庫の方が重量減少率は小さく，水分を保有
しており鮮度保持に優れると判定された．
　図 11の日向夏の長期鮮度保持実験において，重量減少
率が 5％に達する日数は，市販恒温器の場合は 19 日で，
調湿庫の場合は 71日と 3倍以上改善された．貯蔵 110 日
後の重量減少率は，調湿庫では 7.5％程度にとどまったが，
市販恒温器では 25％を超えて乾燥が進み，商品価値を逸
したと推察された．
　図12はゴーヤーの鮮度保持実験の場合で，調湿庫のゴー
ヤーの表皮には結露水の付着はなく，病害も発生せず，
新鮮な光沢を保持した．これらより，調湿庫の方が鮮度

保持に優れると判定された

図 3　PG 濃度と相対湿度

図 4　PG 温度と相対湿度

図 5　PG 濃度と凍結湿度

図 6
農産物の鮮度保持実験に用いた
市販恒温器

( 相対湿度の調節機能はない ) 
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４　まとめ
　冷水または冷却した低濃度の吸湿液 ( 食品添加物用プ
ロピレングリコール ) を用い，0.5m/s 以下の低速の風を
気液接触器に与えて気温と相対湿度とを同時に制御・保
持するとともに，微細ミスト等を捕集除去することが可
能な農産物用低温調湿貯蔵庫を開発した .	
　本装置を用いて調湿庫内の温・湿度制御および農産物
の鮮度保持実験を実施し，
①本低温調湿庫は庫内気温 5℃，相対湿度 95％を長期間
高精度で維持することが可能で，結露等の付着がない
ことを確認した .　

②実験したすべての農産物において，鮮度保持に優位で
あることが実証された .

　
　本研究の成果を基に新鮮野菜用大型冷蔵施設，店頭で
の低温ショーケース，長距離大型冷蔵車，冷蔵コンテナ
用の低温調湿装置として応用・展開したい .

		0　　　　2.5　　		　		5　　　　			7.5　　	　		10																		
 経過日数 ( 日 ) 

図 7　湿度調節機能がない市販恒湿器の温度，相対湿度

 経過日数 ( 日 ) 
図 8　湿度調節機能付き調湿庫内の温度，相対湿度

実 験 期 間：10 日間，設定気温共通：5℃
設定相対湿度：市販恒温器 = なし

調湿庫 =95%
図 9　イチゴ

実 験 期 間：10 日間，設定気温共通：5℃
設定相対湿度：市販恒温器 = なし

調湿庫 =95%
図 10　ブロッコリー

実 験 期 間：110 日間，設定気温共通：5℃
設定相対湿度：市販恒温器 = なし

調湿庫 =95%
図 11  日向夏

実 験 期 間：14 日間，設定気温共通：5℃
設定相対湿度：市販恒温器 = なし

調湿庫 =95%
図 12　ゴーヤー
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化粧品原料の S/O ナノ粒子化への試み

山本　建次＊１・青山　勝治＊２・芦澤　一英＊３

An	Attempt	at	Preparation	of	S/O	Nanoparticles	of	Cosmetic	Raw	Material

Kenji	YAMAMOTO,	Katsuji	AOYAMA	and	Kazuhide	ASHIZAWA

　本研究は，当県が保有する S/Oサスペンション特許を活用した実用化研究の一つに位置付けているものであり，今
後製品化が見込まれる化粧品原料について，ナノ S/Oサスペンションの調製，すなわち，S/Oナノ粒子化の実現可
能性を調べた．その結果，特許に記載の製法により，化粧品原料の S/Oナノ粒子を調製可能であることが分かった．
特に，S/Oサスペンションの前駆体であるW/Oエマルションの安定性が成否の決定要因であり，エマルションの調
製に使用する乳化剤の選択が重要であることを明らかにした．

　キーワード：化粧品原料，ナノ粒子，S/Oサスペンション，W/Oエマルション，乳化剤

１　はじめに
　当センターは，これまでに取り組んできた製剤関連の
研究開発の中で，微細な固体粒子が油中に分散した S/O
サスペンションおよびその製造技術を確立し，特許を取
得した 1）-2）．S/O サスペンションとは，水溶性物質が微
細な固体粒子の状態で油中に分散したものであるが，中
でも特に，固体粒子の粒径が 1000	nm 未満のナノ S/O
サスペンションにおいては，本来油に溶けないはずの物
質があたかも溶けているかのような状態，いわゆる，疑
似溶解状態になっているとの特徴を有していることから
注目を集め，医薬品，化粧品，食品など多岐の分野から
既に多くの引き合いが来ている．そこで，本研究では，
実際に製品化が見込まれている化粧品原料について，ナ
ノ S/O サスペンションの調製，すなわち，粒径が 1000	
nm未満の微細なS/Oナノ粒子化の実現可能性を調べた．

２　実験方法
２－１　S/O サスペンションの調製方法
　図 1に従って，まず，化粧品原料（水溶性の常温固体
物質の一種）の 0.5 重量 %水溶液である水相と，ある種
の植物性混合油中に20重量％の割合で乳化剤を溶解させ

＊ 1　材料開発部
＊ 2　元	材料開発部
＊ 3　エーザイフード・ケミカル株式会社

た油相からなるW/Oエマルションを，水相：油相＝ 1：
4の重量比で調製し，次に，これを脱水することにより，
W滴中の化粧品原料が濃縮されて微細な固体粒子となっ
た S/Oサスペンションを得た．なお，油相に添加する乳
化剤には，テトラグリセリン縮合リシノレイン酸エステ
ルTGCR（阪本薬品工業㈱，CR-310），ショ糖エルカ酸
エステル（三菱化学フーズ㈱，ER-290）およびポリオキ

図１　S/O サスペンションの調製フロー
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シエチレン硬化ヒマシ油（日光ケミカルズ㈱，HCO-5）
の 3 種類を選択した．また，ここでは，乳化剤の違いに
よるW滴径の差を確認するために，W/Oエマルション
の調製手段として，W滴径について特段の制御のないホ
モミキサーによる簡易的なかくはん法を採用した．
２－２　調製したサンプルの評価方法
　調製したW/Oエマルションおよび脱水後の S/Oサス
ペンションの外観を目視により比較した．さらに，脱水
前後の粒径（W/OエマルションのW滴径及び S/Oサス
ペンションの S粒子径）を，レーザー回折散乱式粒度分
布測定装置（㈱島津製作所，SALD-2000 または SALD-

7100）で測定し，平均粒径（体積積算分布の 50%径）を
比較することにより評価した．

３　結果および考察
３－１　調製したサンプルの外観
　調製後のW/O エマルションについては，図 2 に示
すとおり，乳化剤 TGCR を用いた場合および乳化剤
HCO-5 を用いた場合にはピンク色の，乳化剤 ER-290 を
用いた場合には比較的濃い赤色のものが得られた．なお，
調製から 72 時間経過後においても，特に外観の変化は
見られなかった．
　一方，脱水後の S/Oサスペンションについては，乳化
剤TGCRの場合には透明度の高いものが得られたが，乳
化剤 ER-290 および HCO-5 の場合には透明度が低く，特
にHCO-5 では S 粒子が目視でも確認できる程の大きさ
になっていた．

	

３－２　乳化剤が粒径に及ぼす影響
　表 1 に示すとおり，使用する乳化剤の種類によって，
W滴径および S 粒子径に大きな差が見られた．
　まず，調製直後のW滴径については，乳化剤 TGCR
の場合のみ1000	nmを下回る509	nmであった．さらに，
調製から 3時間経過後のW滴径（表 1中のカッコ内の値）

表１　粒径測定結果

※W滴径は SALD-2000，S 粒子径は SALD-7100 による測定結果
※カッコ内は，調製から 3 時間経過後のW滴径

を見ると，乳化剤 HCO-5 の場合のみ，調製直後に
比べて著しく粗大化していることが分かる．これは，
乳化剤 HCO-5 で得られた W/O エマルションが不安
定であるため，W 滴同士の合一が起こったものと考
えられる．一方，他の 2 種類の乳化剤（TGCR およ
び ER-290）の場合では，3 時間経過後において W
滴径の大きな変化は見られず，安定であった．つま
り，使用する乳化剤によって，得られる W/O エマ
ルションの W 滴径および安定性が異なることが明ら
かとなった．
　脱水後の S 粒子径に関しては，乳化剤 TGCR およ
び ER-290 の場合において，1000	nm 未満，すなわ
ち，所望の S/O ナノ粒子になっていた．特に，乳化剤
TGCR の場合では，S 粒子径が 149	nm と極めて微細
であり，外観の透明度が高かったのは，このためと考
えられる．また，乳化剤 HCO-5 の場合は，S 粒子径の
測定結果が 22400	nm であり，脱水前のW滴径よりも
はるかに大きくなっていた．これは，脱水工程の途中
でW滴の合一が起こったことにより，S 粒子が粗大化
したものと考えられ，上述のW/O エマルションの不
安定性とも符合する．つまり，所望のS/Oサスペンショ
ンを得るためには，W/O エマルションの安定性が重
要と言える．
　さらに，脱水前後の粒子径を比較すると，W/O エ
マルションの安定性が高かった 2 種類の乳化剤（TGCR
および ER-290）では，両者のW滴径と S 粒子径には
差が見られたものの，	図 3 に示すとおり，両者ともに，
W滴が合一なく S 粒子を形成した場合に成立する次式
から得られる S 粒子径の理論計算値（図 3 中の破線）
に近い値を示した．
Ds ＝ (Cs	/	100d)1/3Dw
Ds；S粒子径，Cs；水相中の固体物質重量%濃度，
d；固体物質の比重，Dw；W滴径

図２　調製した W/O エマルションおよび
S/O サスペンションの外観

乳化剤 W滴径 [nm] S 粒子径 [nm]

TGCR 　509（469） 149

ER-290 　2770（2790） 549

HCO-5 　	 1660（14200） 22400
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　　上記の結果から，乳化剤ER-290を使用した場合であっ
ても，W/Oエマルション調製の際に，例えば，多孔質ガラ

ス膜を使用するなどしてW滴を微細なサイズに制御でき
れば，乳化剤TGCRの場合と同等の微細なS粒子を得ら
れることが期待できる．

４　まとめ
　当県が保有する S/Oサスペンション特許に記載の基本
的製法により，化粧品原料のナノ粒子化が可能であるこ
とが示された．特に，使用する乳化剤の種類によって，
ナノ粒子化を成功させる上で重要なW/Oエマルション
の安定性が決定されるため，今後実用化を進めていくに
あたっては，W/Oエマルションの調製手段および乳化
剤の選択が重要になると考えられる．	

５　参考文献
１）清水正高，松田成信，中島忠夫：第 36 回 SPGフォー

ラム講演要旨集，70-73（2001）

２）宮崎県特許「S/Oサスペンション及びその製造方法」
（2009 年 7 月 31 日登録，特許第 4349639 号）	

図３　W 滴径と S 粒子径の関係
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CIS 系薄膜型太陽電池パネルからの
レアメタル回収技術の開発 ( 第２報 )

－アルカリ処理による CIS 膜の回収－＊

竹田　智和＊１・落合　克紀＊２・久木﨑　雅人＊３・平山　公夫＊４・久保田　英世＊４

Development	of	Rare-metal	Recovery	from	CIS-based	Thin	Film	Solar	Cells
－	Recovery	of	CIS	Films	by	Alkali	Treatment	－

Tomokazu	TAKEDA,	Katsunori	OCHIAI,	Masato	KUKIZAKI,	
Kimio	HIRAYAMA	and	Hideo	KUBOTA	

　CIS 系薄膜型太陽電池パネルのリサイクルを目的として，太陽電池パネルのアルカリ処理による光吸収層（CIS 膜）
の剥離・回収条件の検討を行った．アルカリ溶液の濃度が高く，アルカリ溶液の温度が高いほど，CIS 膜が剥離しや
すいことが分かった．また，アルカリ処理によって薄膜中のCIS 膜のみを固形物として剥離することができ，さらに
CIS 膜回収後の太陽電池パネルを酸処理することによって，クリーンな基板ガラスを回収できることが分かった．

　キーワード：薄膜型太陽電池，リサイクル，CIS 膜，レアメタル	

１　はじめに
　近年，石油や石炭等の化石燃料を用いた従来のエネル
ギー利用から，風力や太陽光など再生可能エネルギーの
有効利用が拡大している．その中でも，太陽光発電によ
るエネルギー利用は家庭の小規模発電から企業での大規
模発電まで普及拡大が著しい．太陽電池材料は，シリコ
ン系と化合物半導体系に大別されるが，後者は，銅（Cu），
インジウム（In），ガリウム（Ga）およびセレン（Se）等
から成るカルコパイライト系化合物が主に用いられてい
る．この化合物半導体の太陽電池はCIS 系薄膜型太陽電
池と称され，図１に示すように，基板ガラス上に厚さ数ミ
クロンの薄膜層が形成されており，薄膜層は，さらに透明
電極層，バッファー層，光吸収層（CIS 膜），裏面電極層
の４層構造となっている 1）．一方，薄膜型太陽電池パネル
のCIS 膜には，In,	Ga,	Se	等のレアメタル（希少金属）が
多量に含まれており，これらの回収技術・リサイクル技術

環境リサイクル技術開発促進対策事業
（公益財団法人宮崎県産業振興機構）
＊1　資源環境部（現　宮崎県環境森林部循環社会推進課）
＊2　資源環境部（現　宮崎県総務部消防保安課）
＊3　資源環境部		
＊ 4　西日本環境技研株式会社

が強く求められている．
　これまで，CIS 膜の回収に用いられていた物理的な手
法において課題であった CIS 膜の完全な剥離，剥離し
た粉じんの発生を解決するため，著者らは，化学的な手
法であるアルカリ処理により薄膜型太陽電池パネルから
CIS 膜を選択的に回収する技術開発を行った．本研究で
は，薄膜型太陽電池パネルをアルカリ溶液に浸漬するの
みで，最上層の透明電極層（ZnO）とバッファー層をア
ルカリ溶液に完全溶解させる一方で，CIS 膜を固形物と
して剥離できることを見出した．この手法は，従来法の

図１　CIS 系薄膜太陽電池の構造
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上記２つの課題を克服できるため，実用可能性の高い技
術と考えられる．実験ではアルカリ濃度や液温の影響に
ついて検討するとともに，アルカリ浸漬後の残渣物（モ
リブデン（Mo）の付着した基板ガラス）を酸処理して
クリーンな基板ガラスカレットを回収する技術の検討を
行ったので報告する．
										
２　実験方法
２－１　アルカリ濃度の検討
　水酸化ナトリウム（和光純薬工業（株）製，特級）を
用いて，濃度が 2.50,	3.00,	3.75,	5.00,	6.25 および 7.50	mol/l
の６種類のアルカリ溶液を調製した．次に，水酸化ナトリ
ウム溶液 100	ml に，図 1に示すCIS 系薄膜型太陽電池パ
ネルから 4	cm× 5	cmに切り出した試験片約 10	g を浸漬
し，20℃に設定した恒温器（タバイエスペック（株）製，
PG-2KHP）内で 24	h 浸漬した．浸漬終了後，試験片を溶
液から取り出し，CIS 膜の剥離状況を目視で観察した．次
に，水酸化ナトリウム水溶液を孔径 0.2	μmのポリテトラ
フルオロエチレン（PTFE）製メンブレンフィルターでろ
過し，ろ液中のZnイオン濃度を高周波プラズマ発光分析
装置（ICP：島津製作所（株）製，ICPS-7510）により定
量した．
２－２　透明電極層の亜鉛溶出量測定
　水酸化ナトリウムを蒸留水に溶解させ，5.0	mol/l に調
整した水酸化ナトリウム溶液 90	ml に，図 1に示す CIS
系薄膜型太陽電池パネルから 3	cm× 5	cmに切り出した
試験片約 9	gを浸漬し，マグネチックスターラーでかくは
んしながら 20℃，30℃	および 40℃に設定した恒温器内に
静置した．次に，一定時間経過した後に，水酸化ナトリ
ウム溶液を採取し，孔径0.2	μmのPTFE製メンブレンフィ
ルターでろ過し，ろ液中に含まれるZnイオン濃度を ICP
により定量した．また，20	min 後および 60	min 後の CIS
膜の剥離状況を目視で観察した．
２－３　アルカリ処理で剥離した CIS 膜の評価
　濃度が 5.0	mol/l の水酸化ナトリウム溶液とCIS 系薄膜
型太陽電池パネルから切り出した試験片の重量の液比が
10	cm3/g となるように，試験片を水酸化ナトリウム溶液
に浸漬し，CIS 膜を剥離させた．次に，孔径 0.2	μmの
PTFE製メンブレンフィルターでろ過した後，CIS 膜を蒸
留水で洗浄し，110℃で乾燥させてCIS 膜を得た。さらに
3	mol/l の塩酸と 3	mol/l	の過酸化水素の混合溶液でCIS
膜を完全に溶解し，溶液に含まれる金属イオンを ICPで
分析し，CIS 膜に含まれる In,	Ga,	Se,	Cu,	Zn およびMo

等の濃度を調べた．
２－４　裏面電極の溶解・基板ガラスの回収
　5.0	mol/l に調整した水酸化ナトリウム溶液に，	3	cm×
5	cmに切り出した太陽電池パネル試験片を浸漬させて
CIS 膜を完全に剥離した後，裏面電極が積層された基板
ガラスを取り出して水洗後，乾燥させた．乾燥後の基板
ガラスを，濃度が 1	mol	/l の塩酸と 1	mol	/l の	過酸化水
素の混合溶液に浸漬し，裏面電極のMoを完全に溶解さ
せた．Mo溶解後の基板ガラスを洗浄・乾燥後，蛍光X
線分析装置（理学電機工業（株）製，ZSX100e 型）を用
いて，回収した基板ガラスの化学組成を調べた．　　
												
３　結果および考察
３－１　アルカリ処理におけるアルカリ濃度の検討
　太陽電池パネル試験片からのCIS 膜の剥離について検
討した結果，2.50 ～ 7.50	mol/l の濃度に調整した水酸化
ナトリウム溶液いずれを用いた場合もCIS 膜が剥離した．
剥離状況を目視で観察した結果を表 1に示す．剥離の速
度は水酸化ナトリウム濃度が 5.00	mo/l 以上の場合に上昇
した．また，水酸化ナトリウム濃度によらず，溶液中に含
まれるZnイオン濃度は，いずれの試験片もほぼ同じであ
り，酸化亜鉛（ZnO）からなる透明電極層と，バッファー
層（Zn（O,	S,	OH）x）のいずれも完全に溶解した．	

表１　NaOH 濃度と CIS 膜剥離状況

○：Znイオンがほぼすべて溶解し，CIS 膜が剥離 .
◎：Znイオンがほぼすべて溶解し，CIS 膜の剥離速度が速い .

３－２　アルカリ処理における亜鉛溶解速度
　太陽電池パネル試験片のアルカリ浸漬処理時において，
透明電極層とバッファー層から溶出するZnイオンの溶出
速度の温度依存性を検討した．図 2に試験片から溶出し
たZnイオン濃度の経時変化を示す．水酸化ナトリウム溶
液の温度が高いほど Znイオンの溶解速度が速くなった
が，いずれの温度においても浸漬後約 20	min で，試験片
に含まれるZnがほぼ全て溶解した．この結果から液温
が 20 ～ 40℃	の範囲において，太陽電池の透明電極層と
バッファー層を完全溶解するのに要する時間は約 20	min
であった．剥離状況を目視で観察した結果を表 2に示す．
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20	min	後にはいずれの液温でもCIS 膜が剥離しており，
液温が高いほど剥離が速くなることが分かった．

表２　NaOH 溶液温度の違いによる CIS 膜の剥離状況

△：CIS 膜が剥離 .
〇：CIS 膜がほぼ全て剥離 .
◎：CIS 膜が完全に剥離 .

３－３　剥離した CIS 膜の評価
　剥離した CIS 膜を酸溶解した後，溶液に含まれる元素
を ICP により分析した結果，溶液中にCIS 膜の構成元素
である Se，In，Cu および Ga は含有していたが，Moと
Zn は検出されなかった．この結果から，アルカリ処理
により CIS 膜が剥離する一方，裏面電極は剥離せずに基
板ガラスに残存することが分かった．

３－４　裏面電極の溶解による基板ガラスの回収
　アルカリ処理により太陽電池パネル試験片からCIS 膜
を剥離した後，塩酸と過酸化水素の混合溶液によりMo
を溶解させた基板ガラス片を蛍光X線分析装置により定
性分析を行った結果，CIS 膜の構成元素である Se，In，
Cu および Ga，裏面電極のMo，透明電極層およびバッ
ファー層の構成元素の１つであるZnについては，いずれ
も検出されず，基板ガラスの構成元素のみが検出された．
この結果から，塩酸と過酸化水素の混合溶液を用いれば
裏面電極が完全に溶解することが分かった．

４　まとめ
　CIS 系薄膜型太陽電池パネルを一定の条件下で水酸化
ナトリウム溶液に浸漬するのみでCIS 膜を剥離できるこ
とを明らかにした．
　また，処理後の残渣物を塩酸と過酸化水素の混合溶液
に浸漬することにより，裏面電極のMoを完全に溶解でき，
クリーンな基板ガラスを回収することができた。
　この二つのプロセスにより，薄膜型太陽電池パネルから
CIS 膜と基板ガラスの双方を回収することができる．この
方法は，CIS 系薄膜型太陽電池をリサイクルする上で，低
コストで作業環境性に優れた実用可能性の高い技術であ
ると考えられる．

５　参考文献
１）	櫛屋勝巳 : 電子情報通信学会誌，93-3,	194-197（2010）	
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図２　Zn イオン濃度の経時変化
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CIS 系薄膜型太陽電池パネルからの
レアメタル回収技術の開発 ( 第 3 報 )

－乾式法によるセレン（Se）の分離回収－＊

落合　克紀＊１・竹田　智和＊２・久木﨑　雅人＊３・平山　公夫＊４・久保田　英世＊４

Development	of	Rare-metal	Recovery	from	CIS-based	Thin	Film	Solar	Cells
－	Selective	Separation	of	Selenium	by	Drying	Method	－

Katsunori	OCHIAI,	Tomokazu	TAKEDA,	Masato	KUKIZAKI,	
Kimio	HIRAYAMA	and	Hideyo	KUBOTA

　CIS 系薄膜型太陽電池パネルからのレアメタル回収を目的として，アルカリ処理法により太陽電池パネルから剥離・
回収した光吸収層（CIS	膜）の熱処理を行い，CIS	膜に含有されるセレン（Se）を分離回収するための処理条件を検
討した．その結果，空気雰囲気において	700℃で 1	h，CIS 膜を熱処理することにより CIS 膜中の Se を SeO2 として
昇華させた後，約 150℃	まで冷却することにより SeO2 をほぼ 100%	分離回収できることがわかった．

　キーワード：薄膜型太陽電池，リサイクル，乾式法，レアメタル，セレン

１　はじめに
　再生可能エネルギーの利用が推進される中，太陽光発
電は太陽エネルギーをエネルギー源とし，クリーンで設
置場所を選ばないなどの理由から，全国各地で導入が進
められており，その市場も拡大している．当県において
も世界最大規模の生産量を有する CIS 系薄膜型太陽電池
工場が稼働している．CIS 系薄膜型太陽電池は，薄膜系
の太陽電池の中で最も変換効率が高く，経年劣化が少な
いなど，次世代太陽電池として期待されている．	
　一般に，CIS 系薄膜型太陽電池パネルは，基板ガラス
の上面から，裏面電極層，CIS	光吸収層（以下CIS 膜），バッ
ファー層および透明電極層の順に積層された構造となっ
ている．これらの層の中でも光電変換機能を有するCIS
膜は，厚さが数ミクロンの薄膜状であり，銅（Cu），イン
ジウム（In），ガリウム（Ga）およびセレン（Se）等から

環境リサイクル技術開発促進対策事業
（公益財団法人宮崎県産業振興機構）
＊ 1　資源環境部（現　宮崎県総務部消防保安課）
＊ 2　資源環境部（現　宮崎県環境森林部循環社会推進課）
＊ 3　資源環境部
＊ 4　西日本環境技研株式会社

なるカルコパイライト系化合物半導体が用いられている．
　このように CIS 膜には，レアメタルの In，Ga および
Seが多量に含まれるため，資源の有効利用や産業廃棄物
の低減の観点から，CIS 系薄膜型太陽電池の製造工程中
に発生する規格外品，あるいは市場に投入された後に耐
用年数を過ぎて廃棄される太陽電池パネルなどからCIS
膜を分離回収し，さらには回収されたCIS 膜に含まれる
レアメタルを回収する技術開発が強く求められている 1,2）．
特に，Se は太陽電池の他に，ガラスの着色用，化学薬
品向け，整流器・乾式複写機向け，顔料向け等の用途で
用いられ，一般的に非鉄金属製錬の電解スライムを約
700℃	で焙焼し，二酸化セレン SeO2 として昇華させて
回収している 3）．
　このため，著者らは太陽電池パネルからレアメタルを
分離回収する研究開発に取り組み，パネルをアルカリ処
理することによって CIS 膜を固形物として取り出す方法
を開発し，特許出願するに至った（特開 2014-79667 号）．
本報では，この分離技術によって得られた CIS 膜の固形
物（図１）から，乾式法により Se を選択的かつ効率的
に分離回収することを目的に，熱処理による回収条件の
検討を行った結果を報告する．
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２　実験方法
２－１　CIS 膜の TG/DTA 分析
　示差熱天秤測定装置（TG/DTA：（株）リガク，TG/
DTA-8120）によってCIS膜の熱分析を行った．測定では，
空気を 200	ml/min の流速で流しながら，室温から 10℃
/min の速度で昇温後，1000℃で 30	min 保持した．
２－２　Se 回収実験装置
　図２に示す電気炉加熱装置を用いて Se の回収試験を
行った．即ち，試料容器に計量した CIS 膜を石英ガラス
管内に入れ，ガスを一定の速度で流しつつ昇温し，昇華
した Se を管状電気炉出口部に装着した石英ガラスウー
ルに捕集回収した．

２－３　熱処理雰囲気の検討
　酸化あるいは還元の熱処理雰囲気が Se 回収に及ぼす
影響を検討するため，空気または窒素ガスの気流下で回
収試験を行った．CIS 膜を 50	mg 精秤し，ガスを流速
100	ml/min で流しながら 800℃で 1	h 熱処理を行った．
処理前後の CIS 膜および石英ガラスウール捕集物に含ま
れる金属成分を高周波プラズマ発光分析装置（ICP：（株）
島津製作所，ICPS-7510）により分析した．

２－４　熱処理条件（温度・時間）の検討
　熱処理の温度や時間が Se の回収性能に及ぼす影響を
調べるため，これらの条件を変化させて Se の回収試験
を行った．まず，温度の影響を調べるため空気流量 100	
ml/min，熱処理温度 500 ～ 800℃の条件で，CIS 膜 50	
mg を 1	h 熱処理した．
　次に，温度を 500℃に固定し，CIS 膜 100	mg を空気
流量 100	ml/min の条件で，熱処理時間を 1～ 4	h と変
えて時間の影響を調べた．処理前後の CIS 膜に含まれる
Se 含量を ICP で測定し，CIS 膜からの Se の昇華除去率
を求めた．
２－５　Se 回収に係る回収部の温度分布の測定
　SeO2 の析出温度範囲を明らかにすることを目的に，熱
処理条件の違いによる Se 回収部の温度分布を詳細に調
べた．実験では，空気流量 100	ml/min の条件で，処理
温度を 600 ～ 800℃に変化させて，電気炉出口の温度分
布を 1	cm間隔で測定した．

３　結果および考察
３－１　CIS 膜の熱分析による Se 回収の可能性評価
　図３に示す TG/DTA 分析の TG 曲線によると，約
350℃から重量減少が始まり，約 800℃で減少が停止した．
また，DTA曲線では 740℃付近に酸化分解反応と思われ
る大きな発熱ピークが認められた．このため，空気中で
加熱することにより CIS 膜中の Se が酸化分解され，約
800℃で完全にSeO2として昇華されるものと推定された．

３－２　熱処理雰囲気の影響評価
　空気雰囲気において，電気炉出口に設置した石英ウー
ルからは Se のみが検出され，熱処理後の残渣からは Se
が検出されなかった．また，このとき Se の回収率はほ
ぼ 100% であった．加熱による CIS 膜中の Cu，In およ

図１　回収した CIS 膜の外観写真

図２　Se 回収用電気炉加熱装置の概念図

図３　CIS 膜の TG/DTA 分析結果
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び Ga はほとんど変化せず，処理残渣に残存していた．
これらの結果から，CIS 膜の固形物を空気中で加熱する
ことにより Se のみを選択的に回収することができた．
一方，窒素雰囲気においては，石英ウールから Se のみ
が検出されたものの，その回収率は約 19％と低く，Se
の多くは処理残渣に残されたままであった．また，処理
後の石英ウールは金属 Se 特有の赤黒色を呈したことか
ら，窒素気流中では金属 Se として得られたものと推定
された．このため，Se の回収方法として空気雰囲気が好
ましいことがわかった．
３－３　熱処理条件（温度・時間）の影響評価
　図４に熱処理温度の違いによる Se 回収試験の結果を
示す．CIS 膜からの Se の昇華除去率は，処理温度 500℃
においては 64％であったが，600℃以上では 99％以上で
あった．また，処理時間を変化させた試験では，図５に
示すとおり時間の増加とともに昇華除去率が高くなり，
500℃程度の処理においても 4	h 熱処理することにより
98％回収された．

　一方，CIS	膜の実用的な回収工程においては，処理操
作によって粉状の基板ガラス破片が生じ，結果的に回
収する CIS 膜への混入が避けられず，Se 回収操作の妨
げになることが懸念される．従って，ガラス粉を混ぜた
CIS 膜の熱処理を行い，処理物を電子線マイクロアナラ
イザー（（株）島津製作所，EPMA-1720H）を用いて微
構造観察したところ，750℃でガラスの軟化が認められ，
さらに 800℃では CIS 膜とガラス粉の熔着が確認された．
これらのことから，実用的な熱処理条件として，Se 除去
率が高く，基板ガラスが軟化する前の 700℃で 1	h 程度
の処理が適切であると考えられた．
３－４　Se 回収に係る回収部の温度分布の測定
　空気流下において処理温度を 600 ～ 800℃に変えて，
図６のように電気炉出口部の温度を 1	cm間隔で測定し，
温度分布を調べた結果を図７に示す．各処理温度とも電
気炉出口直後において 200 ～ 250℃	を示した．その後，
徐々に温度は下がり，出口 7	cm 位置で約 50℃まで低下
した．700℃で CIS 膜を処理した場合，図６に示すとお
り約 1 ～ 3	cm の位置で結晶の大部分が析出しており，
その部分の温度である約 150℃以下で SeO2 として捕集可
能であることがわかった．

図４　処理温度と Se 昇華除去率の関係

図６　700℃における SeO2 の析出

図７　電気炉出口の温度分布
図５　500℃における処理時間と昇華除去率の関係
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４　まとめ
　CIS 系薄膜型太陽電池から剥離回収した CIS 膜を熱処
理することにより Se を分離回収する技術開発を行い，
次のことが明らかとなった．
１）空気雰囲気下で効率よく SeO2 として回収可能で

あった .
２）	温度 600℃以上，1	h の処理でほぼ全量回収可能で
あった .

３）混入する基板ガラス粉の軟化を避けるため，処理温
度は 700℃以下が適切と考えられた .

４）SeO2 の回収温度は 150℃以下が適切であった .
なお，Se 回収後の CIS 膜残渣からの In および Ga
の分離については，硫化物沈殿法を用いた基盤技術
を確立しており 4）	，この技術を組み合わせることに
より，CIS	膜に含まれる全てのレアメタル（In，Ga
および Se）を相互に分離回収することが可能である
と考えられる．

５　参考文献
１）R.	E.	Goozner,	et al., Proceedings of 26th IEEE 

Photovoltaic Specialist Conference, 1161-1163（1997）
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３）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「鉱

物資源マテリアルフロー 2011 セレン」,	http://mric.
jogmec.go.jp/public/report/2012-05/32.Se_20120619.
pdf

４）竹田智和，小玉誠，落合克紀，久木﨑雅人：宮崎
県工業技術センター・食品開発センター研究報告，
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ヒュウガナツ果皮における苦味の低減方法の検討＊

福山　明子＊１・永山　志穂＊１

Development	of	Methods	to	Reduce	the	Bitterness	of	Citrus	Tamurana	Hort	Peel

Akiko	FUKUYAMA，Shiho	NAGAYAMA	

　当県の特産カンキツであるヒュウガナツにおいて，従来から行われている苦味抜きの方法（5分ボイル＋１時間水
さらし，5分ボイル（3％食塩水）＋１時間水さらし，5分ボイル× 3回）を実施した際の苦味の低減度合いと，ヒュ
ウガナツの風味の残存程度を比較検討した．その結果，果皮の軟化度が大きいと官能検査では，果皮の苦味を少なく
感じる傾向がみられた．また，5分ボイル× 3回は苦味がなく柔らかいが，甘味，酸味，香りの評価も低く，5分ボ
イル（3％食塩水）＋ 1時間水さらしは塩味が強く，水でのボイルより苦味も強かった．	5 分ボイル＋１時間水さら
しは苦味は少しあるが，香りも高く，総合評価が高かった．

　キーワード：ヒュウガナツ，果皮，苦味，官能検査

１　はじめに
　ヒュウガナツは当県の代表的な特産カンキツであり，
加工用としても近年，用途開発が要望されている．第 2
報では，収穫時期や部位によって含まれている成分が異
なることを報告した．
　カンキツ類の果皮には独特の苦味があり，加工する際
には苦味の低減が必須である．カンキツ類の苦味成分は
フラボノイドやリモノイドと言われている 1）．
　本研究では従来から行われている苦味抜きの方法で，	
実際にどの程度苦味が低減されているかをフラボノイド
含量と官能検査から検討し，ヒュウガナツの風味を活か
した処理方法を検討したので報告する．
										
２　実験方法
２－１　使用原料および苦味低減処理
　ヒュウガナツは市場より購入した果実を用いた．
果実を洗浄後，約 1	mm～ 2	mm幅にスライスし真空包
装後，急速冷凍して凍結保存した．苦味の低減処理は①
未処理の試料を対照として，	② 20 倍量の沸騰水中で 5分

＊　	ヒュウガナツの部位ごとにおける収穫時期別成分変化　（第 2報）
＊ 1　食品開発部

ボイル後 1時間水さらし，③ 20 倍量の沸騰した 3%食塩
水で 5分ボイル後 1時間水さらし，	④ 20 倍量の沸騰水中
で 5分ボイルを 3回実施の計 3通りで行い各サンプルの
官能検査を行った．また，2mm幅以上のサンプルを選
んで外果皮の厚さを 2	mmに切りそろえた後，2mm×
3mm角のブロックを切り取り硬さを測定した．さらに
一部は，凍結乾燥後粉末にしてフラボノイド含量の測定
に供した．
２－２　フラボノイド含量測定
　フラボノイド含量の測定は野方 2）の方法を用いた．凍
結乾燥粉末試料 100	mg を蓋付き試験管に取り，	5	mL
の抽出溶媒（メタノール	:		DMSO	=	1	:	1	）を加え往復
振とうさせながら室温で一晩抽出した．その後遠心分
離（3,000	rpm，10	min）し，上清を回収した．沈殿に
1	mL の抽出溶媒を加え，上記条件で遠心分離し，	上清
を回収する操作を 2回繰り返した．抽出液を合わせて蒸
留水で 10 倍に希釈し，	5	mL のメタノールおよび 5	mL
の 10% メタノールでプレコンディションした Sep	Pak	
C18 カートリッジに添加した．カートリッジを 10	mL の
10% メタノールで洗浄後，	4.5	mL の溶出液（メタノー
ル：DMSO ＝	1：1	）を通し，フラボノイド画分を得
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た．抽出液は 5.0	mL に定容し，高速液体クロマトグラ
フ（HPLC）の分析サンプルとした．サンプルはHPLC
で分析する前に，0.45	μm	フィルターでろ過した．

表１　フラボイドの分析条件 (HPLC)

２－３　外果皮の硬さの測定
　切り取ったブロック角の表皮を上面としてレオメー
ター（（株）	サン科学 CR200DS）を用い，円形プランジャー
径 2	mm，貫入速度 100	mm/min で測定し，外果皮の硬
さを測定した．
２－４　官能検査
　15 名をパネルとして，味，外観，香り，食感について
評価した．味については「苦味が弱い－苦味が強い」「甘
味が弱い－甘味が強い」「酸味が弱い－酸味が強い」「塩
味が弱い－塩味が強い」，外観については「色合いが悪
い－色合いが良い」，香りについては「素材の香りがな
い－素材の香りがある」，食感については「硬い－柔ら
かい」の 7項目とし，5段階（「非常に思う」5点～「全
く思わない」1点）で評価を行った．そこで得られた評
価得点を集計し，平均点を算出した．	また，総合評価と
して最も好ましいサンプルを 1つ選択してもらい，その
人数を集計した．
									　　　
３　結果および考察
３－１　フラボノイド含量
　②～④の各試験区のフラボノイド含量と①区を比較し
た結果を図 1に示す．Turkey 法による多重比較検定を実
施したところ，いずれの区も有意にフラボノイド含量が減
少した．④区で最も減少し対照区と比較して残存率は約
23%，	②区は対照区の約 52%，③区は約 57%であった．
　またフラボノイド類について苦味を呈すると言われて
いるナリンギン 3）は①の対照区の 2.48	mg/100	g	(DW)	が
最も多く，他の区にはほとんど含まれていなかった（表 2）.

表 2　ナリンギン含量

３－２　外果皮の硬さ
　レオメーターを用いて外果皮の硬さを測定した結果を
表 3に示した．
　①対照区と比較すると，③＞②＞④の順に果皮硬度が
小さくなり，軟化度が大きかった．

表 3　果皮硬度

３－３　官能検査
　官能検査では，①区を除くと苦味の強さは③＞②＞④
の順であった．苦味を呈すると言われているナリンギン
は①区以外にはほとんど含まれていなかったが，官能検
査では②区よりもナリンギン含量が低い③区で苦味を感
じる傾向がみられた．カンキツ類の苦味を呈する成分の
一つであるリモノイド類の定量は今回行っていないが，
リモノイド類の苦味閾値は低く，ナリンギンよりも低い
濃度で苦味を呈するとの報告もあることから 4）その影響
もあることが考えられる .	
　また，果皮硬度と苦味の官能検査結果とを比較すると，
果皮の軟化度が大きいと苦味を少なく感じている傾向が

図 1　各処理後のフラボノイド含量
Turkey の多重比較検定により abcd 異なる文字間で

有意差あり（p <0.05）(n=3)



熱風乾燥によるドライマンゴー製造法の検討

43

みられた．これは果皮の軟化により苦味が溶出されやす
くなっていると推察された 5）．	
　試験区ごとに結果をみると，②区は苦味が少しあるが，
色合い，香りがよい評価であった．③区は塩味が強く，
水でのボイルより苦味も強かった．	④区は苦味がなく柔
らかいが，甘味，酸味，香りも低かった．
　また，①区以外の試験区について最も好ましい区を選
択してもらった結果，②区が 57% と最も高く，③区が
43%，④区は 0%であった．このことから，ヒュウガナ
ツの風味を活かしつつ，苦味を低減するには②区の方法
が適していると思われた．

表 4　官能検査の評価平均値

４　まとめ
　従来から行われている方法を実施して，ヒュウガナツ
果皮の苦味の低減度合いと風味の残存程度を比較した結
果，以下の知見が得られた．
１）フラボノイド含量はいずれの試験区でも①区と比較

すると減少しており，残存率は④＜②＜③の順で高
くなる傾向であった．苦味を呈すると言われている
ナリンギンは①区以外にはほとんど含まれていな
かったが，官能検査では②区よりもナリンギン含量
が低い③区で苦味を感じていた．

２）処理した果皮の硬さをレオメーターで測定した結果，
③＞	②＞	④の順に果皮硬度が小さくなり，軟化度
が大きかった．果皮の軟化度が大きいと，苦味を少
なく感じている傾向がみられた．

３）官能検査の結果，④区は苦味がなく柔らかいが，甘
味，酸味，香りの評価も低く，③区は塩味が強く，
水でのボイルより苦味も強かった．②区は苦味が少
しあるが，香りも高く，総合評価が高かった．
　以上からヒュウガナツの風味を活かしつつ苦味を
低減する方法として②区の 5分ボイル＋１時間水さ
らしが適していると思われた．
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熱風乾燥によるドライマンゴー製造法の検討＊
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The	Study	about	a	Method	for	Producing	Dried	Mango	by	Convecting	Drying

Mamiko	NOGAMI,	Akiko	FUKUYAMA,	Chizuko	YUKIZAKI	and	Shoko	OMOTO

　当県は国内有数のマンゴー産地である．また，近年のドライフルーツの人気に伴い，マンゴーの乾燥方法について
も複数の食品加工業者・個人から相談を受けるようになっている．本研究では，マンゴーの熱風乾燥における問題点
の確認とその解決法について検討を行った．まず，予備試験で剥皮した完熟マンゴーの果肉を 1.0	cm幅にスライスし，
熱風乾燥を行ったところ，薄く扁平な乾燥品ができた．また前処理のカットの際，多量のドリップがあった．そこで，
乾燥前に剥皮を行わず，果肉と種部とに切り分け，ある程度乾燥させてから剥皮を行った．結果，予備試験時に比べ
ると乾燥時間が長くなったものの，厚みがある乾燥品を得ることができた．

　キーワード：マンゴー，アーウィン，乾燥，水分活性，糖度	

１　はじめに
　当県は温暖な気候を活かした果樹栽培が盛んであり，
中でも完熟マンゴーについては確立された栽培法と品質
の高さが，県外からも高く評価されている．また，近年，
ドライフルーツの需要が高まっているが，国内で流通す
るドライフルーツの多くを輸入品が占めている一方，国
産果実を使用したドライフルーツのニーズは高まってお
り，保存性の高い加工法である乾燥品へのニーズも把握
できている1）．このような背景から，県内の食品加工業者・
個人から県産マンゴーを使ったドライマンゴーの加工に
関する相談も受けるようになってきた．そこで，試作試
験を通して，まず，ドライマンゴー製造における問題点
の確認を，次にその解決法について検討を行った．
										
２　実験方法
２－１　ドライマンゴー市販品の調査
　フリーズドライを除く市販のドライマンゴー 8 品に
ついて原材料や糖度，pH，水分活性を確認した．なお，
当研究において糖度はポケット糖度計（（株）アタゴ，

＊　県産果実を利用した加工技術に関する研究

＊ 1　食品開発部

（（株）アタゴ，PAL-J）を，pH は pH メーター（（株）
堀場製作所，D-51 型）を，水分活性はポータブル水分活
性計（デカゴン社，Pawkit）にて測定しており，市販品
の水分活性値に関しては各試作品の参考値とした．
２－２　ドライマンゴー試作試験
　マンゴーの品種はアーウィンで，市販の完熟果を購入
して使用した．マンゴーは平らな種が中心部に入ってい
るため，種を避けるように 3枚に切り分け（以下 3枚お
ろし），皮を剥いて約 1.0	cm 幅にスライスし，えびらに
並べて熱風乾燥を行った．種周りの果肉もできるだけ切
り取って試験に用いた．乾燥は循環型電気式小型乾燥機
（フルタ熱機（株），エコかんUCE）を用い，50℃で 7時
間，13 時間放置後追加で 2時間（計 9時間）行った．こ
の試験区で試作したものを「完熟 /乾燥前剥皮」とした．
なお，当研究における各試験の乾燥終了は 1時間単位の
重量変化が微減になった時点とし，でき上がった試作品
については水分活性及び糖度の測定を行った．
２－３　ドライマンゴー製造工程の検討
　市販のアーウィン種の完熟果を購入し試験に用いた．
マンゴーは洗浄後3枚おろしにして種と果肉を切り分け，
皮を切断しないよう 1.0	cm 幅に果肉へ縦方向に包丁を入
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れた．果肉と皮の間にも包丁を入れ，果肉が皮から離れ
るようにした．次に皮を反らせ，果肉部が盛り上がるよ
うにして，えびらに並べた．えびらには 3枚おろしの種
部も皮をつけたまま並べ，乾燥を行った．表面が乾き，
果肉がある程度硬化した時点（図１）で皮を剥き，種周
りの果肉も切り落とした．剥皮及び除種後の果肉はえび
らに戻し並べ，さらに乾燥させた．なお，乾燥は 50℃で
12 時間，16 時間程度乾燥を中断した後に，剥皮を行い，
追加で 11 時間（計 23 時間）行った．この試験区で試作
したものを「完熟 /乾燥途中剥皮」とした．

２－４　未熟果を使用した試作試験
　当県のマンゴー栽培は樹上で完熟させ，完熟して収穫
ネットに落下した完熟果を収穫するのが一般的であり，
アーウィンについては開花から平均 115 日が落果の目安
と言われている．また，アーウィンの早どり果実につい
て，25℃の温度条件下，1～ 2 週間で完熟状態に到達す
るとの報告 2）,3）を参考に，開花 100 日程度の未熟果を宮
崎県総合農業試験場亜熱帯作物支場より 2回サンプリン
グした．1回目のサンプリング分は3つの処理区に分けた．
具体的には追熟を行わないもの（未熟果 0日），25℃の
恒温機に入れたもの（追熟 25℃ 6 日），室温保管（追熟
室温 10 日）のものであった．25℃保管分は恒温機庫内
の風が直接果実にあたり，果実が過呼吸状態となったた
めか，皮にしわが出て，追熟が進んだため 6日目に試験
に供した．また，室温保管分は追熟 10 日目に試験に供
した．乾燥は循環型電気式小型乾燥機（フルタ熱機（株），
エコかんUCE）を使い，50℃で行った．
　サンプリング 2回目の未熟果については当初追熟日数
に応じて果実を試作試験に供することとしていたが，個
体差があり，一様に追熟を行うことが困難であった．そ
こで，果皮の着色具合，芳香，触感 4），重量の変化率か
ら判断して追熟を止め，試験に供することとした．追熟
は，室温で行った．なお，処理量の都合から追熟が 6日

以内の分（追熟室温 6日以内）は大型送風定温乾燥器（ア
ドバンテック（株），FV-1000）を使用し 50℃で乾燥を行っ
た．追熟が 7日以上の分（追熟室温 7日①，②，追熟室
温 19 日）は循環型電気式小型乾燥機（フルタ熱機（株），
エコかんUCE）を使用し，45℃で乾燥を行った . 追熟 7
日分については，処理量と乾燥機の都合により，2回に
分けて行った．いずれも剥皮は乾燥途中に行った．

３　結果および考察
３－１　市販のドライマンゴー
　市販品の全てが輸入品で原材料には砂糖，酸化防止剤
が使用されているものが多かった．市販品の中で一品だ
けは砂糖不使用のものであった．砂糖使用品については
平均糖度，pH，水分活性がそれぞれ，83.0％，3.4，0.60
で，砂糖不使用品で 83.6％，4.6，0.70 であった（表１）．
乾燥に強いと言われるカビや酵母について，耐乾性カビ
や耐浸透圧性酵母では 0.65 ～ 0.61 という低い水分活性で
も生育可能 5）といわれている．従って，保存性の面から
も水分活性 0.60 以下を一つの乾燥程度の目安に設定する
ことができると考えられた．
　また，砂糖使用品の pHに着目すると，これまでの研
究や当センターでの加工で用いたアーウィン種の完熟マ
ンゴーでは，原料時点での果肉の pHの平均値が 4.0 未
満を下回るものはなかった . また，アルフォンソ，パイリ，
ラングラー，チョーサー等の品種において，追熟日数が
経過するにつれ，pH値が上がり，その値が最終的には 4.5
以上となった報告もある 3）．これらのことを考慮すると
砂糖使用品については，アーウィンとは異なる品種であ
るか，または同品種であっても成熟度が異なり，成熟途
中果を使用しているのではないか，と考えられた．
３－２　ドライマンゴー試作試験
　原料は糖度 15.6％，pH	4.51 であった．マンゴーを 3枚
におろして皮を剥き，スライスする前処理の工程でドリッ
プの発生があった．試作品は果肉が薄く，扁平になり，ボ
リュームに欠けるものとなった（図２－上）．特に薄い部分
はえびらに接着し，取り外す作業に労力と時間を要した．
３－３　ドライマンゴーの製造工程検討
　原料は糖度 14.1％，pH	4.27 であった．皮をつけたま
まにすることで乾燥時間が長くなったが，保形された状
態で乾燥が進み，その後皮を剥いた後も型崩れはなかっ
た．また，剥皮時点で，ある程度果肉が硬くなっていた
ため，薄い部分もえびらへの接着が殆どなく，試作品の
回収は予備試験時と比べ容易であった（図２－下）．

図１　乾燥してある程度硬化した剥皮前の状態
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表１　市販ドライマンゴー

３－４　未熟果を使用したドライマンゴーの試作試験
　　　   および全試作品の測定結果
　乾燥前処理時のドリップ対策と，厚みをもたせたドラ
イマンゴーづくりを目的に未熟果マンゴーを試験に用い
ることにした．ただ，製造工程検討の結果により，剥皮
工程を乾燥途中で行うことである程度の型崩れを防止で
きることが分かったため，この試験においては，全て剥
皮を乾燥途中で行う方法で試作を行った．
　追熟 0日の原料は果実がしっかりとして固く，果肉の

着色はまだ不十分であった．サンプリング 2 回目の 20
個の未熟果について追熟日数は 4日が 1個，6日が 7個，
7 日が 11 個，19 日が 1 個であった．試験に供した際の
追熟果の糖度は 10.8 ～ 14.7％（平均 12.5％），pHは 3.86
～ 4.58（平均 4.20）であった．
　追熟 0日の試作品は，白みのある淡い黄色で，試食を
行ったところ繊維質が際立ち，マンゴーらしさを感じら
れないものであった．（Aw	0.66，Brix	54.3）
　未熟果を含め追熟果について，原料処理の際，全ての
果肉は市販の完熟マンゴーよりやや硬く，前処理の際の
ドリップも少なかった．このことから当試験では剥皮を
乾燥途中で行う処理を行ったが，その果実の状態から，
乾燥前に剥皮を行い，乾燥する検討を行うべきであった．
　なお，当試験における全試作品の測定結果を見てみる
と水分活性は 0.58 ～ 0.70 であった（表２）．

表２　ドライマンゴー試作品の試作結果

　未熟果処理分を除いて水分活性と糖度の相関を見てみ
ると糖度が高いほど水分活性が低くなる傾向が見られた
（図３）．

商品名 原材料名 原産国名 糖度 pH Aw

A
マンゴー，砂糖，
酸化防止剤

（二酸化硫黄）
フィリピン 83.2 3.6 0.60

B
マンゴー，砂糖，
酸化防止剤
（亜硫酸塩）

フィリピン 79.1 3.6 0.63

C マンゴー，砂糖 フィリピン 82.8 3.2 0.56

D
マンゴー，砂糖，
酸化防止剤

（二酸化硫黄）
フィリピン 83.2 3.7 0.62

E マンゴー，砂糖 フィリピン 82.6 3.1 0.62

F マンゴー，砂糖 フィリピン 85.1 3.1 0.58

G マンゴー，砂糖 フィリピン 85.2 3.5 0.60

平均（砂糖使用品） 83.0 3.4 0.60

H
アップルマンゴー，
酸化防止剤
（亜硫酸塩）

南アフリカ 83.6 4.6 0.70

図２　（上）予備試験での試作品（乾燥前に剥皮）
　　　　　　 （下）乾燥途中で剥皮した試作品 図３　糖度と水分活性の相関
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　剥皮のタイミングについては，未熟果を除いて乾燥時
間が 12 時間以上経過した時点であった．
　各サンプルにおける乾燥速度を，乾燥開始 5時間まで
の重量減少率に着目して見たところ，皮付きであること
で顕著に乾燥速度が遅くなることが確認できた．また，
未熟果の乾燥速度が速かったが，この理由として，未熟
果は果肉および皮が硬く，3枚おろし後の 1.0cm 幅に包
丁を入れる際，皮が破断してしまい，1枚 1 枚が切り分
かれた状態になったものが多くあったため，熱風の通り
が良く，乾燥が早まったと考えられる．また，乾燥温度
が低くなることで乾燥速度が遅くなることも確認され
た．6日以内の完熟果については乾燥機が異なった点で
乾燥速度に違いが出たと考えられた（図４）．

４　まとめ
１）調査した市販のドライマンゴーの全ては輸入品で原

材料には砂糖，酸化防止剤が使用されているものが
多く，殆どの水分活性は 0.60 付近であった．
また，その pH値から原料は本県で主に栽培されて

いるアーウィンと異なる品種か，同品種であっても
成熟度が異なり，成熟途中果を使用しているのでは
ないか，と考えられた．

２）完熟マンゴーについて剥皮後乾燥をさせたところ果
肉が薄く，扁平で，ボリュームに欠けるものとなっ
た．また，前処理のカットの際，果肉が柔らかく，
ドリップがあった．

３）3枚おろしにした完熟果について 1.0cm幅に果肉に
包丁を入れ，皮付きのまま 12 時間乾燥を行い，16
時間程度乾燥を中断した後に皮を剥いて更に乾燥を
したところ，乾燥時間は長くなったが，保形された
状態で乾燥が進んだ．

４）試作品の水分活性と糖度の相関を見たところ，糖度
が高いほど水分活性が低くなる傾向が見られた．	

５）開花 100 日程度の未熟果を使った試作品は白みのあ
る淡い黄色で，試食を行ったところ繊維質が際立ち，
マンゴーらしさを感じられないものであった．

６）追熟果では，市販の完熟マンゴーより果肉がやや硬
く，前処理の際のドリップも少なかった．

５　参考文献
１）福山明子，柚木崎千鶴子，後藤一寿：農林業問題研究，

48-1，170-175（2012）
２）吉武均，安富徳光：九州農業研究成果情報，No.10，

503-504（1995）

３）北尾次郎：日本コールドチェーン研究会誌「食品と
低温」，9-2，38-46（1983）

４）伊東卓爾，佐々木勝昭，吉田保治：園学雑，66-3，4，
629-635（1997）

５）河端俊治，他　共編：実務食品衛生，中央法規出版，
142-143（1987）

図４　乾燥経過時間に伴う重量減少率の推移
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官能評価と味覚センサーとの相関

高橋　克嘉＊１・杉本　未奈子＊１・柚木崎　千鶴子＊１

Correlation	with	Organoleptic	Evaluation	and	Taste	Sensor

Katsuyoshi	TAKAHASHI,	Minako	SUGIMOTO	and	Chizuko	YUKIZAKI

　食品のおいしさを評価する上で，人の感覚（視覚，聴覚，味覚，嗅覚，触覚）を数値化できる感覚センサーの利用は，
その重要性を増してきている．今回，味覚センサーを用い，人による官能試験との比較を行った．基本的な呈味物質
を用いた味覚センサーによる分析結果は，同じ味覚の物質同士が近いグループに分けられることが確認できた．また，
センサーの応答値は，人の主観的な味の強さの評価と同じくWeber-Fechner の法則に従い，その呈味物質の濃度の
対数に比例して増加することが確認できた．ヒュウガナツ果汁を用いて，人とセンサーによる官能評価を行ったとこ
ろ，酸味と渋味に関しては人とセンサーの評価にある程度の相関が見られた．甘味に関しては，さらに検討する必要
があると考えられた．

　キーワード：官能評価，味覚センサー，ヒュウガナツ果汁

１　はじめに
　食品のおいしさを評価するとき，人がその感覚（視覚，
聴覚，味覚，嗅覚，触覚）を使って評価を行う「官能評
価」は，最も本質的で効果的な手法である．しかし，官
能評価には問題点もある．たとえば，同じ果汁を味わっ
ても人によって甘さの感じ方が違うように人によって各
種官能評価に差があること，同じ人でもその日の体調な
どによりバラツキが大きくなりがちであること，知覚し
た内容を定量的に表現するのが難しいことなどが挙げら
れる．
　そういった人による官能評価を補完する一つの方法と
して，味覚センサーや嗅覚センサーといった人の感覚器
官に類する人工的なセンサーを用いた評価がある．セン
サーを用いることにより，味覚などの感覚を，数値化す
ることが可能となる．しかし，センサーによる各種食品
の評価と，人による官能評価との相関は，未知の部分も
多い．
　そこで本報では，基本的な味覚物質を用い，人による
官能試験を行うとともに，センサーによる評価を行い，
その比較を行った．

＊ 1　食品開発部

２　実験方法
２－１　味覚感度テスト
　人による味覚の官能評価をおこなう場合の評価者（パ
ネル）の訓練及び能力の確認のため，味の素㈱での方法 1）

を参考に，5味識別テスト，味の濃度差識別テスト，食
品の味の識別テストを実施した．各テストの方法を表 1，
表 2，表 3に示す．

表１　５味識別テスト

MGS: グルタミン酸ナトリウム

試験方法 水（無味）３個とともに５味の入った溶液を提
示し，各味を選ぶ

甘味 ショ糖水溶液	0.4	%
塩味 塩化ナトリウム水溶液	0.13	%
酸味 酒石酸水溶液	0.005	%
苦味 カフェイン水溶液	0.02	%
旨味 MGS水溶液 0.05	%
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表 2　味の濃度差識別テスト

表 3　食品の味の識別テスト

２－２　味覚センサーによる５味分析
　基本的な呈味物質を用いて，味覚センサー（ア
ルファ・モス㈱，電子味覚システム ASTREE）の
応 答 を 確 認 し た．ASTREE は 7 本 の セ ン サ ー
（SRS,GPS,STS,UMS,SPS,SWS,BRS）があり，そのセンサー
を溶液中に挿入し，溶液中の物質による電気的な応答値
を計測する装置である．呈味物質としては，5味識別テ
ストで用いた溶液を用い，さらに酸味の物質としてクエ
ン酸（0.005	%）とリンゴ酸（0.005	%），苦味の物質とし
て硫酸キニーネ（0.0005	%）を追加した．
２－３　味の強さの評価
　濃度の違う基本的な物質の水溶液を用いて，パネルに
よる官能評価と，味覚センサーによる評価を行い，その
比較を行った．試験に用いた水溶液の濃度を表 4に示す．
パネルによる官能試験では，各味の水溶液についてその
味の強さを 0～ 100 点の採点法で評価した．パネルはセ
ンターの職員 11 名（男性 5名，女性 6名）とした．
２－４　ヒュウガナツ果汁の評価試験
　前処理・搾汁方法の違うヒュウガナツ果汁6種を用い，
甘味，酸味，渋味，苦味，を評価項目とし，1（弱）～ 5（強）
点の採点法でパネルによる官能評価を行った．パネル
はセンターの職員 11 名（男性 5 名，女性 6 名）とした．
また，その果汁の味覚センサーによる評価を行い，比
較を行った．

表 4　味の強さの評価

３　結果および考察
３－１　味覚感度テスト
　今回行った 3つのテストの合格基準は，それぞれ以下
のように設定されている 1）．すべてのテストに合格した
ものが正常なパネルとして判断される．
① 5味識別テスト
5味中の誤数（X）が 1個以下（X≦ 1）

②味の濃度差識別テスト
8対中の誤数（Y）が 2個以下（Y≦ 2）

③食品の味の識別テスト
6組中の誤数（Z）が 2個以下（Z≦ 2）

　今回試験を行ったパネルの結果は，表 5のとおりであ
る．11 名中 5名が合格基準に達していた．食品の味を正
確に判断するには，基本的な味を判断できるパネルの選
定が重要である．今回のテストでは合格が 5名であった
が，5味識別テストについて複数日実施したところ，誤
数が減少する傾向が見られた．また，訓練を行うことで
パネルの識別力が高まるという報告もある．今後，食品
の味の識別能力を向上していくために，職員の味覚識別
に関する訓練を継続する必要があると考えられた．

表 5　パネルの成績表

試験方法 濃度の異なる 2つの溶液を対として比較し，各
味の強い方を選ぶ

甘味 ショ糖水溶液 5.00,5.50	% の対
ショ糖水溶液 5.00,5.25	% の対

塩味 塩化ナトリウム水溶液	1.00,1.06	% の対
塩化ナトリウム水溶液	1.00,1.03	% の対

酸味 酒石酸水溶液	0.020,0.024	% の対
酒石酸水溶液	0.020,0.026	% の対

旨味 MGS水溶液 0.200,0.266	% の対
MGS水溶液 0.200,0.242	% の対

試験方法 濃度の最も濃い溶液を 100 点とし，各溶液の味
の強さを採点法で評価する．

甘味 ショ糖水溶液	0.4,1.7,3.4,6.8,17,34,68	%
塩味 塩化ナトリウム水溶液 0.13,0.29,0.58,1.17,

2.9,5.8	%
酸味 酒石酸水溶液	0.005,0.015,0.03,0.075,

0.15,0.3	%
旨味 MGS水溶液	0.05,0.2,0.4,0.8,1.6,3.2	%

試験方法 3 種類の食品を用い，3個 1 組の試料から異質
のもの 1つを選ぶ

しょうゆ 市販しょうゆ 10 倍希釈
市販しょうゆにだし液を加えて 10 倍希釈

コンソメ
スープ

顆粒コンソメスープ 1.85	%
水溶液顆粒コンソメスープ 1.54	% 水溶液

ヒュウガナツ
果汁

濃縮ヒュウガナツ果汁を 2.5 倍希釈濃縮
ヒュウガナツ果汁を 3.0 倍希釈

誤数 合否パネル X Y Z
1 3 3 3 ×
2 0 0 1 ○
3 0 2 1 ○
4 0 3 2 ×
5 2 2 3 ×
6 0 2 0 ○
7 1 0 1 ○
8 0 1 0 ○
9 2 0 2 ×
10 1 3 3 ×
11 2 5 2 ×
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３－２　味覚センサーによる５味分析
　5味識別テストで用いた各溶液を電子味覚システムにて
測定し，その 7本のセンサーの応答値を主成分分析した
結果（第一主成分を縦軸，第二主成分を横軸）を図 1に
示す．それぞれの成分は重なることなく，別の位置に配
置された．さらに，3味（酸味，苦味，塩味）について溶
液を追加し主成分分析を行った結果を図 2に示す．苦味
物質であるカフェインと硫酸キニーネ，酸味物質である酒
石酸，リンゴ酸，クエン酸は類似する位置に配置された．
今回用いた味覚物質の場合，ASTREEはそれぞれ違った
応答を示すが，酸味や苦味など同じ味覚の物質はそれぞ
れ味覚ごとに類似した傾向を示すことが確認された．

	
３－３　味の強さの評価
　4つの呈味物質の，各濃度におけるパネルによる味の
強さの採点結果は図 3のとおりである．人の主観的な味
の強さは，Weber-Fechner の法則に従い，その呈味物質
の濃度の対数に比例して増加することが多いと言われて
いる 2）．今回行った評価でも使用した 4つの呈味物質に
おいて，ほぼWeber-Fechner の法則に従っている様子
が確認された．
	　一方，各呈味物質の水溶液を味覚センサーで測定した
結果を図 4～ 7に示す．測定結果は，最も濃度の薄い溶液
のセンサー応答値を0とし，各濃度の応答値との差を表し
た．ASTREEは，STSセンサーが主に塩味を，SRSセンサー

が酸味を，UMSセンサーが旨味を計測するように，また，
SRS,UMS センサーは酸味，旨味の増加によりセンサー
応答値が減少するように設計されている．測定結果を見
ると，STS センサーは呈味物質の増加とともに応答値が
増加し，SRS,UMS センサーは減少した．また，その応
答値と濃度の関係は，ほぼWeber-Fechner の法則に従っ
ている様子が確認された．このことから，塩味，酸味，
旨味に関しては，それぞれ STS,SRS,UMS センサーの応
答値から人と類似したような味の強弱判定が可能である
と考えられた．一方，甘味に関しては，SWSセンサーが
一応甘味物質と反応するセンサーとして設定されている
が，一定以上の濃度を超えると，センサーの応答値が減
少する傾向が見られた．これは，センサーの測定範囲を
超えていることが原因ではないかと考えられた．甘味を
測定する場合は，希釈が重要であると思われる．

図１　5 味の主成分分析結果

図 2　3 味の主成分分析結果

図 4　塩化ナトリウム水溶液によるセンサーの応答値

図 3　呈味物質の濃度と味の強さの採点結果

図 5　酒石酸水溶液によるセンサーの応答値
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３－４　ヒュウガナツ果汁の評価試験
　6種類の果汁を用いた，パネルによる官能評価結果を表
6に示す．今回用いた試料では，酸味，渋味にはある程度
の差が見られたが，甘味，苦味に関しては差が少なかった．
同じ試料を味覚センサーで分析した結果を表 7に示す．結
果は，ASTREEの味のスクリーニングモードに基づき，下
記の式により応答値を味の尺度として換算した．
	
味の尺度＝（応答値－平均値）／標準偏差× 2＋ 6
	
　SRS，UMSセンサーは，応答値と味の強さが逆相関に
なっているので，（応答値－平均値）／標準偏差× 2の
正負を逆にして計算している．

表 6　ヒュウガナツ果汁のパネルによる評価結果

表 7　ヒュウガナツ果汁の味覚センサーによる評価結果

　パネルによる評価結果と味覚センサーによる味の尺度
との相関を表 8に示す．酸味に関しては SRSセンサーと
BRSセンサー，渋味に関してはBRSセンサーとの相関が
比較的高かった．BRSセンサーは苦味，渋味系の物質に反
応しやすいセンサーであり，ヒュウガナツの渋味を評価で
きているのではないかと考えられた．酸味に関してもSRS
センサーで評価できていると考えられた．一方，甘味に関
してはうまく評価出来ていなかった．ただ，今回用いたヒュ
ウガナツ果汁試料は，官能評価による評価の差が小さく，
特に甘味に関しては．香りの影響の強い１試料を除いてほ
ぼ差が見られなかった．センサーの結果も，応答値として
見ると，ほぼ差が見られなかった．果汁の甘味については，
ある程度甘味の差のある果汁を用いて，センサーによる応
答を検証する必要があると考えられた．

表 8　味覚センサーとパネルによる官能評価の相関

４　まとめ
１）人による味の強さの評価と，センサーの応答値が同

様の傾向を示す事が確認できた．
２）味覚センサーにより，ヒュウガナツ果汁の酸味，渋

味について評価可能であると考えられた．

５　参考文献
１）古川秀子：おいしさを測る，幸書房，5-14（1994）
２）山野善正 , 山口静子：おいしさの科学，朝倉書房，

5-14（1994）

図 6　MGS 水溶液によるセンサーの応答値

図 7　ショ糖水溶液によるセンサーの応答値

果汁 甘味 酸味 渋味 苦味
① 2.8 3.3 2.1 3.0
② 3.0 2.4 2.3 2.7
③ 3.6 2.4 1.9 2.3
④ 2.8 4.3 2.9 3.0
⑤ 2.8 4.0	 2.6 2.5
⑥ 3.0 3.8 2.9 3.0

果汁 SRS GPS STS UMS SPS SWS BRS
① 5.2 6.1 7.2 4.6 5.1 4.6 4.6
② 4.5 7.4 6.6 4.6 7.3 5.2 3.5
③ 3.9 7.7 6.1 4.3 7.7 5.8 4.8
④ 9.9 6.6	 4.7 10.1 8.6 5.7 8.7
⑤ 7.2 3.7 5.5 6.9 4.2 7.2 7.0
⑥ 5.5 4.5 5.9 5.3 3.2 7.2 7.4

甘味 酸味 渋味 苦味
SRS -0.622 0.859 0.732 0.413
GPS 0.541 -0.698 -0.578 -0.191
STS 0.134 -0.658 -0.700 0.000
UMS -0.520 0.795 0.699 0.348
SPS 0.311 -0.314 -0.261 -0.201
SWS -0.038 0.497 0.585 -0.161
BRS -0.382 0.912 0.844 0.362
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食品廃棄物の微生物による
栄養成分生産技術の開発に関する研究＊

山田　和史＊１・高山　清子＊１・山本　英樹＊１・祝園　秀樹＊１・水谷　政美＊１

Study	on	Enriching	Nutrition	of	Food	Waste	Treated	with	Microorganisms
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　微生物による代謝を利用し，おから，米ぬか，ふすまや焼酎粕などの食品廃棄物から必須アミノ酸（リジン，スレ
オニン等）やγ - アミノ酪酸（GABA）などの栄養成分を増加させた飼料を生産するための技術を開発することを目
的とし，栄養成分としてアミノ酸の増加に関する試験を行った結果，GABAやオルニチンを増加させる可能性のある
微生物の存在が確認できた．

　キーワード：食品廃棄物，栄養成分，必須アミノ酸，微生物

1　はじめに
　これまでに焼酎粕やおから等の腐敗しやすい食品廃棄
物を乳酸発酵により保存性を高め，飼料化する方法につ
いて検討してきた 1,2）．一方，近年，飼料に動物体内で生
産されない必須アミノ酸の添加が行われており 3），飼料
用アミノ酸の需要は増加している．
　また，飼料価格が高騰していることから，食品廃棄物
を利用して必須アミノ酸等の含有量を増加させ，飼料と
して活用することに対する農家の要望は高まっている．
このため，微生物による代謝を利用し，おから，米ぬか，
ふすまや焼酎粕などの食品廃棄物から必須アミノ酸や
GABAなどの栄養成分を増加させた飼料を生産するため
の技術を開発することを目的とし，栄養成分としてアミ
ノ酸の増加に関する試験を行ったので報告する．

２　実験方法
２－１　センター保有株を用いた試験
　当センターで焼酎粕や漬物から分離した保存菌株の中
からアミノ酸の生成に有望と考えられた
Staphylococcus warneri	60H，Staphylococcus pasteuri A3，
Pseudomonas saccharophila HD35，Kocuria Kristinae	A4 の
４株を選出し，アミノ酸の生産性を調べた．MRS 培地

＊　食品廃棄物のリサイクルに関する研究（第４報）
＊ 1　応用微生物部

（ペプトン10.0	g，ラブ－レムコ末	8.0	g，酵母エキス	4.0	g，
ブドウ糖	20.0	g，モノオレイン酸ソルビタン	1.0	ml，リ
ン酸水素二カリウム	2.0 ｇ，酢酸ナトリウム三水和物	5.0	
g，クエン酸三アンモニウム	2.0	g，硫酸マグネシウム七
水和物	0.2	g，硫酸マンガン四水和物	0.05	g，蒸留水１L，
pH6.2 ± 0.2）5	ml に 28℃で 2日間前培養した培養液 0.1	
ml を植菌して，30℃で４日間培養し，培養液中の遊離ア
ミノ酸濃度を測定した．アミノ酸の測定は，溶液を 0.02	
N	HCl で 20 倍希釈し，0.2μmのメンブランフィルター
でろ過後，高速アミノ酸分析計 (	（株）日立ハイテクノロ
ジーズ製	L-8900) を用いてニンヒドリン発色法により測
定した．
２－２　菌株保有機関分譲株を用いた試験
　主にアミノ酸の生産に関係すると考えられる記述のあ
る微生物 4）を選定し，独立行政法人	製品評価技術基盤
機構	Biological	Research	Center（NBRC）から分譲さ
れた保存株 Cryptcoccus launtii NBRC0609，Pseudomonas 

aeruginosa	NBRC3080，Lactobacillus brevis NBRC12005，
Providencia rettgeri NBRC13502，Corynebacterium 

glutamicum	NBRC12168，Cellulosimicrobium cellulans 

NBRC103059 の６株を用い，いも焼酎粕をろ過して加
圧滅菌（121℃，15 分）した培地（焼酎粕培地）	5	ml に
MRS 培地で 2 日間前培養（28℃）した培養液 0.1	ml を
植菌し，28℃で７日間培養後，培養液を 10 倍に希釈し
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て遊離アミノ酸濃度を測定した．
　また，L. brevis NBRC12005 について培養温度を 15℃
から 40℃まで 5℃ごとに設定し，小型振とう培養装置（ア
ドバンテック東洋（株）製	TVS062CA）を用いて各温度
での増殖経過を測定した．
２－３　乳酸発酵した焼酎粕からの微生物分離
　県内の２酒造場TおよびHで飼料用に乳酸発酵した
焼酎粕中の微生物によるアミノ酸の生産性を調べた．焼
酎粕 0.1	ml を YPD培地（酵母エキス	1%，ペプトン	2％，
ブドウ糖	2％）5	ml に加え，28℃で前培養した培養液 0.1	
ml を焼酎粕培地 5	ml に添加し，28℃で３日間培養した
後，前培養液および焼酎粕培地中の遊離アミノ酸を分析
した．
　また，それぞれの酒造場から単離した微生物について
も同様の試験を行った．

３　結果および考察
３－１　センター保有株を用いた試験
　培地中の遊離アミノ酸濃度を図 1に示した．測定した
41 種類のアミノ酸のうち，増減の見られたものを主とし
て示している．４株のうち S. warneri 60H，S. pasteuri A3
の 2 株でセリンとアルギニンが減少し，オルニチンが増
加していた．アルギニンは，アルギナーゼの働きでオル
ニチンに変換されていると考えられるが，セリンはエネ
ルギー源として資化されていると推察された．
３－２　菌株保有機関分譲株を用いた試験
　焼酎粕培地中の遊離アミノ酸濃度を図 2に示した．6
株のうち，L. brevisでGABAとオルニチンの顕著な増加
が見られた．グルタミン酸とアルギニンが減少している
ことからそれぞれ脱炭酸酵素とアルギナーゼが働いたも
のと考えられる．C. cellulansでもわずかに GABAの増

図 1　MRS 培地中のアミノ酸濃度（mg/100ml）

図 2　焼酎粕培地中のアミノ酸濃度（mg/100ml）
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加が認められたが，これも脱炭酸酵素の働きによるもの
と推定された．
　また，L. brevisでは，セリンおよび必須アミノ酸であ
るスレオニンとフェニルアラニンがわずかながら増加し
ており，飼料化への可能性が示唆された．
　次に，L. brevisについて培養温度を変えた増殖経過を図
3に示した．35℃での増殖性が一番良く，次いで 30℃が良
いが，40℃，25℃以下では増殖性は良くないことがわかった．
３－３　乳酸発酵した焼酎粕からの微生物分離
　焼酎粕中の微生物にアミノ酸を増加させる可能性のある
ものが存在するかを確認するため，直接焼酎粕をYPD培
地に添加し，培養液中の遊離アミノ酸濃度を測定した結果
を図 4に示した．酒造場TではGABAとオルニチンが，
酒造場Hではオルニチンが増加しており，GABAやオルニ
チンを生成する微生物が存在していることが確認された．
　次に，この培養液を焼酎粕培地に植菌し，培養後の培

養液中の遊離アミノ酸濃度を測定した結果を図 5に示し
た．焼酎粕培地では，含まれている遊離アミノ酸がYPD
培地ほど多くないため GABAとオルニチンの生成は少
なくなっていることがわかった．
　また，それぞれの酒造場から単離した微生物を焼酎粕
培地で培養した培養液中の遊離アミノ酸濃度を測定した
結果を図 6に示した．酒造場Ｔから分離した 2株でオル
ニチンの顕著な生成が認められたが，酒造場Hからは，
GABAをわずかに増加させる株（酒造場H②）以外に
アミノ酸を顕著に生成するものは分離できなかった．焼
酎粕を直接YPD培地に添加し培養した結果とは異なっ
ており，YPD培地に比べて焼酎粕培地のアミノ酸濃度が
全体的に低いため，微生物の成育に影響し，アミノ酸の
生成も異なったと考えられた．他の酒造場の焼酎粕や分
離した微生物の培養方法などを検討する必要がある．一
般に食品廃棄物では，アミノ酸などが遊離の状態では十

図 3　 Lb. brevis NBRC12005 の各温度での増殖経過（OD660）

図４　YPD 培地中のアミノ酸濃度（mg/100ml）
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図５　焼酎粕培地中のアミノ酸濃度（mg/100ml）

図６　焼酎粕培地中のアミノ酸濃度（mg/100ml）

分存在しないので，蛋白質分解酵素などの併用も考慮す
る必要があると思われる．	

４　まとめ
　センター保有株 4株と菌株保存機関からの分譲株 6株
を用いて，MRS 培地や焼酎粕培地で生成する遊離アミ
ノ酸濃度を測定した結果，GABAとオルニチンを生成す
るものがあることが確認できた．
　また，県内の 2 酒造場で飼料用として乳酸発酵した
焼酎粕を直接 YPD 培地で培養したところ，培地中の
GABAやオルニチンが増加していた．さらに焼酎粕から
単離した微生物を焼酎粕培地で培養したが，培養液中の
GABAやオルニチンの顕著な増加は認められなかった．
YPD 培地やMRS 培地に比べて，焼酎粕培地に含まれ
る遊離アミノ酸濃度が低いことが影響していると考えら

れ，食品廃棄物への利用を考える場合，蛋白質分解酵素
などの利用を検討する必要があると思われる．
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麹菌を用いた新規発酵乳飲料の開発
祝園　秀樹＊１・都成　謙三＊２・山田　和史＊１・水谷政美＊１

Development	of	the	New	Milk ‐ based	Beverages	Fermented	with	Aspergillus oryzae

Hideki	IWAIZONO,	Kenzo	TONARI,	Kazufumi	YAMADA	and	Masami	MIZUTANI

　麹菌と県産牛乳を用いた新規発酵乳飲料の開発を目的として，甘酒用米麹による発酵試験を行い，糖組成や遊離ア
ミノ酸濃度の測定および官能評価を行った．発酵試験により，2時間，55℃で発酵させた甘酒には 20％以上のグルコー
スが含まれていることが分かった．この甘酒に牛乳を混合し，さらに 4時間発酵を続けたところ，甘酒に水を加え発
酵させた場合に比べ，約 2倍の遊離アミノ酸総量（約 700	mg/100	mL）となり，麹菌の酵素により牛乳のタンパク
質が遊離のアミノ酸まで分解が進んでいることがわかった．官能評価では，牛乳の味がやや強い傾向があったが，味
が良いとの評価を得ることができた．

　キーワード：麹菌，甘酒，牛乳，酵素

１　はじめに
　全国の飲用牛乳生産量は，平成 6年をピークに減少傾
向にあり，本県の生産量も同様に減少傾向である 1）．一
方で，ヨーグルトやチーズなどの発酵乳製品は，増加傾
向であるため，このカテゴリーの製品は，健康志向等の
観点からも，今後の消費量の増加が期待できる．また，
これらの発酵乳製品は，多くが乳酸菌により製造されて
おり，甘酒と牛乳または乳酸発酵乳を混合したものはあ
るが，牛乳を麹菌により発酵させた乳飲料は，見受けら
れない．
　本研究では，県産牛乳を用いた新規麹菌発酵乳飲料の
開発を目的として，製品試作を行い，糖類，アミノ酸含
有量の評価および官能評価を行ったので報告する．
										
２　実験方法
２－１　原料
　麹は，市販の甘酒用米麹（Aspergillus oryzae：河内源一
郎商店製）を用い，飯米と牛乳は，県産のものを使用した．
２－２　発酵試験
　麹と炊飯米および水を等量混合し，2～ 5時間発酵させ
て甘酒を製造した．製造した甘酒に 55℃に加温した牛乳
を甘酒の 2倍量混合し，さらに 2～ 4 時間発酵させた甘

＊ 1　応用微生物部
＊ 2　有限会社　白水舎乳業

酒牛乳の糖類および遊離アミノ酸量の経時的な変化を調
べた．対照として牛乳の代わりに等量の水を加えた甘酒
水の変化も調べた．
２－３　糖分析
　試料を適量の蒸留水で希釈し，定容したのち，遠心分
離を行った．上清を 0.45μmフィルターでろ過後，高速
液体クロマトグラフ分析（日本分光㈱，LC-2000	Plus）
に供した．カラムは，NH2P-50	4E（Shodex 製φ 4.6	mm
× 250	mm）を用い，移動相は，75%アセトニトリル溶
液を使用した．流速を 1	mL/min，カラム温度を 30℃と
した．検出器に示差屈折計（日本分光㈱，RI-2031	Plus）
を使用した．
２－４　ラクターゼ活性試験
　酵素液は，麹 10	g に 0.5% 塩化ナトリウム 0.1M	酢酸
緩衝液（pH5.0）または 0.5% 塩化ナトリウム 0.1M	リン
酸緩衝液（pH6.5）50	mL を加え，3時間スターラーでか
くはんしながら浸出させた．
　試験方法 2）は，4%ラクトース（基質）1	mLを 10	mL
試験管にとり，上記緩衝液を 0.1	mL 加え 48℃のウォー
ターバスで 5 分間保温した．酵素液を 0.2	mL 加え，30
～ 120 分間反応させた．反応停止液（0.1	M	炭酸ナトリ
ウム水溶液）0.7	mL 加え，常温まで冷却したのち糖分析
を行った．2%ラクトースのみを 120 分間加温させたも
のをブランクとした．
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２－５　遊離アミノ酸分析
　試料 5	mL に 0.1	M トリクロロ酢酸 5	mL を混合しタ
ンパクを除去した後，ろ紙でろ過した．ろ液を適量の蒸
留水で希釈し，0.2μmフィルターでろ過した後，アミノ
酸分析計（日立製作所，L-8900 計）を用いて測定した．

３　結果および考察
３－１　糖分析
　製造した甘酒のグルコース濃度は，発酵2時間で20%を
超えており，十分発酵が進んでいることを確認した（表1）．

表１　発酵時間とグルコース濃度

　2 時間発酵させた甘酒に牛乳又は水を混合し，2 ～ 4
時間発酵させた時のグルコース濃度およびラクトース濃
度を図 1に示した．グルコース濃度は，両者とも混合後
の時間の経過とともに増加したが，水を混合した試験区
の方が高くなる傾向が認められた．また，牛乳を混合し
た試験区のラクトース濃度は，時間の経過とともにわず
かに減少していることが認められた．

	

３－２　ラクターゼ活性試験
　図1から牛乳混合後のラクトース濃度が，時間の経過とと
もにわずかに減少傾向を示したので，使用した麹のラクター
ゼの活性を調べた．反応温度を48℃とし，pHは 5.0（至適
pH3））とpH	6.5（甘酒牛乳 pH）において測定を行った（表 2）．
　反応時間および pHによるラクトース濃度の変化は見
られず，2時間程度の反応時間では，ラクトースの分解は，

ほとんど起こらないことが分かった．ラクターゼは，ラ
クトースをグルコースとガラクトースに分解し，一部は
ラクトースにガラグトースが転移する反応を起こす 3）．4
時間発酵させた甘酒牛乳には，ガラクトースがわずかに
検出されたことから，使用した麹にラクターゼは含まれ
るものの，ラクトースを数時間で数％分解できるような
活性はないと考えられた．
３－３　遊離アミノ酸分析
　甘酒に牛乳を混合した試験区の遊離アミノ酸濃度の経
時変化を図 2に示した．また，水を混合した試験区の経
時変化を図 3に示した．
　混合 4 時間後の遊離アミノ酸総量は，牛乳を混合し
た方が（701	mg/100	mL），水を混合したもの（367	
mg/100	mL）に比べ，約 2倍になっていた．使用した牛
乳中の遊離アミノ酸総量は 5	mg/100	mL だったことか
ら，牛乳中のタンパク質に麹のプロテアーゼが作用して
ペプチドとして可溶化し 4），さらにこれらのペプチドに
ペプチダーゼが作用してグルタミン酸をはじめとした遊
離アミノ酸に分解していると考えられた．生乳 100	g あ
たりのアミノ酸組成 5）は，グルタミン酸 230	mg，ロイ
シン，プロリン 110	mg，リジン 95	mg の順に高く，発
酵後のこれらの遊離アミノ酸は大きく増加していた．遊
離型のロイシンの増加量が特に多くなっている要因とし
ては，牛乳のアミノ酸組成に加え，麹由来のロイシンア
ミノペプチダーゼ活性が高く分解が促進されたものと推
測された．ロイシンは，体のタンパク質を増やす働き等
が知られているが，苦味成分であるため，増えすぎると
甘酒牛乳の味を損なうおそれが考えられた．
	３－４　甘酒牛乳の官能評価
　甘酒と牛乳混合 4時間後の甘酒牛乳の官能試験結果に
ついて表 3に示した．官能試験はパネラー 8 人により実
施した．味については，7人が良いと回答し，高評価であっ
た．香りについては，半数が良い評価を与えた．甘さに
ついては，30 ～ 40 代で甘い評価が多くなった．甘酒の
味に比べ，牛乳の味がやや強い傾向が見られた．	ペプチ
ドやロイシンなどの苦味も思ったほど気にならず，全体
的に良好な結果が得られ，さらに改良を加えることによ
り新商品の開発につなぐことも可能であると思われた．

発酵時間 2	h 3	h 4	h 5	h

グルコース濃度 (%) 20.7 22.3 23.2 24.3

反応時間（min） 30 60 120 Blank

ラクトース
濃度（％）

pH5.0 1.9 1.8 2.0 2.0

pH6.5 1.9 1.9 2.0 1.9

図１　甘酒に牛乳または水混合後の糖濃度の推移

表２　反応時間とラクトース濃度 (%)
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４　まとめ
　麹菌による牛乳の発酵試験を行い，検討したところ以
下の結果を得た．
①麹と炊飯米および水を等量混合し，55℃で 2時間発酵
させると，グルコース濃度が 20%以上になることが分
かった．

②麹由来のラクターゼは，数時間の発酵では，ほとんど
活性を示さなかった．

③麹と牛乳を混合し発酵させることにより，牛乳のタン
パク質が遊離アミノ酸まで分解し，遊離アミノ酸総量
が約 2倍に増加した．

④試験製造した甘酒牛乳の官能評価では，牛乳の味がや
や強い傾向があったが，味が良いとの評価を得ること
ができた．

　本研究の成果をもとに，仕込み条件，発酵条件の改良

図２　甘酒に牛乳を混合した試験区の遊離アミノ酸濃度

図３　甘酒に水を混合した試験区の遊離アミノ酸濃度

年代 性別 味 香り 甘さ 甘酒
の味

牛乳
の味

30 男 良い 普通 甘い 普通 普通

30 女 良い 普通 普通 普通 強い

30 女 良い 普通 甘い 普通 普通

40 男 良い 良い 甘い 普通 普通

40 女 良い 良い 普通 普通 強い

50 男 普通 普通 普通 不足 普通

50 男 良い 良い 普通 強い 普通

60 男 良い 良い 普通 普通 強い

表３　甘酒牛乳の官能評価

※味，香り（良い，普通，悪い），甘さ（甘い，普通，足りない）
　甘酒，	牛乳の味（強い，普通，足りない）
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が加えられ，特許を申請するとともに，新規発酵乳飲料
「百白糀」を開発するに至った．「百白糀」は，（有）白
水舎乳業により平成 26	年 4 月に商品化された．
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